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本稿はオーストラリアで発行された報告書を邦訳したものであり、記載・意味については原文
を優先します。 

本報告書に示された内容、分析、および結論は当社によるものです。これらは、当社の専門的
評価、専門知見、および慎重な検討を反映したものであり、本書に表明された見解につい
ては当社が全面的に責任を負っています。
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日本語版刊行に寄せて

この度、2025年末にオーストラリアにて発行した『Japan and Australia – Economic security through stronger ties』の日本語版をお届け
できることを、大変うれしく思います。本報告書は、Deloitte Access EconomicsとDeloitte Australia Japanese Services Groupを中心に、
日豪双方の経済、政策、投資、産業動向に通じた当社専門家の知見を結集して取りまとめたものです。単なる現状整理ではなく、長年にわたる日
豪関係の蓄積、足元の政策環境、そして今後の投資・協力余地を多面的に分析し、日本企業の皆様にとって実務的な示唆を持つ内容となるよう
意図しました。日豪関係は、資源・エネルギー、貿易、投資といった伝統的な協力分野に加え、近年では経済安全保障、重要鉱物、脱炭素化、イ
ンフラ、防衛・安全保障、さらには先端技術の領域にまで広がりを見せています。こうした関係の深化は、単に二国間関係の強化にとどまらず、
企業にとっても新たな投資機会や事業連携の可能性を生み出しています。

本報告書は、豪州への投資を企図する日本企業の皆様、また豪州からの投資受け入れや提携機会の拡大に関心をお持ちの日本企業の皆様にと
って、今後の日豪関係を考えるうえでの一つの視座をご提供するものです。日本とオーストラリアは、経済的補完性と共通する戦略的利益を併せ
持つ、稀有なパートナーシップにあります。そのため、資源・エネルギーやインフラといった従来の分野のみならず、コーポレートガバナンス改革を
背景とする日本市場への投資、あるいは豪州におけるエネルギー転換・住宅・インフラ需要を捉えた投資など、双方向での機会は今後さらに広
がっていくものと考えています。実際、英語版の発行以降、2026年5月にキャンベラでおこなわれた日豪首脳会談における経済安全保障、防衛・
安全保障、エネルギー、重要鉱物分野での合意や、その後の閣僚対話・制度面の進展をみても、本報告書が示した重点分野と現実の政策・外交
の方向性との間には高い整合性が認められます。すなわち、本報告書で分析した日豪関係の強みや協力余地は、単なる将来展望ではなく、その
後の現実の動きによって相当程度裏付けられつつあるといえます。この点でも、本報告書は、日本企業の皆様が中長期の投資・事業戦略を検討
する際の有用な参考材料となるものと考えています。

当社では、長年にわたり日豪間のクロスボーダー案件に携わり、事業戦略・市場参入戦略検討、M&Aにおける各種デューデリジェンスやバリュエ
ーション、PMI、税務、監査、システム構築・運用をはじめ、多様な局面で日本企業の皆様を支援してまいりました。日本企業による豪州投資、豪
州企業による対日投資のいずれにおいても、制度・規制、商習慣、事業環境の違いを踏まえたうえで、構想段階から実行・運営まで一貫して支援
できることが、私たちの強みの一つです。日豪間での投資や提携、事業展開をご検討の際にはお気軽にご相談ください。本報告書が、皆様の次
の一歩を考える一助となれば幸いです。

吉川 洋介
Partner, Deloitte Australia
Japanese Services Group Leader
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英語版発行以降の主なアップデート

本報告書を取りまとめた2025年11月以降も、日豪関係は経済安全保
障と防衛・安全保障の両面で着実に前進している。とりわけ注目され
るのは、こうした動きが、本報告書で示した「経済的補完性」と「共通
する戦略的利益」という分析枠組み、ならびに重点協力分野として示
したエネルギー移行、重要鉱物、防衛・安全保障、サプライチェーン強
靱化といった論点と、高い整合性をもって現実の政策・制度に反映さ
れている点である。2026年5月の首脳会談では、両国が日豪友好協力
基本条約署名50周年の節目を踏まえ、「特別な戦略的パートナーシッ
プ」を次の段階へ引き上げる方向性を明確にしたが、これは本報告書
が指摘したように、日豪関係が単なる友好関係ではなく、戦略性を伴
う長期的パートナーシップとして深化していることを改めて裏付けるも
のといえる。

まず、経済安全保障分野では、2026年5月4日の首脳会談にあわせて
「経済安全保障協力に関する日豪共同宣言」が署名され、重要鉱物、
エネルギー、サプライチェーンを中核とする協力が一段と制度化され
た。両国は、重要鉱物等に対する輸出規制がグローバルな供給網に
及ぼす影響への懸念を共有し、調達先・加工拠点の多様化、上流から
下流までを見据えた協力、ならびに経済的威圧や市場混乱に備えた協
議・情報共有を強化する方針を確認した。また、同会談ではエネルギ
ー安全保障および重要鉱物協力強化に関する共同声明も発出され、
日豪関係の中心にあった資源・エネルギー協力が、より広い経済安全
保障の文脈の中で再定義された意義は大きい。とりわけ、英語版発行
時点では想定されていなかったイラン紛争とホルムズ海峡の事実上の
封鎖に伴うエネルギー供給不安は、海外への各種エネルギー依存度
の高い日本、石油製品依存度の高い豪州両国にとって、安定供給元と
しての相互の戦略的重要性を改めて浮き彫りにした。この点、日豪首
脳会談では、豪州から日本へのLNG、日本から豪州への石油製品の安
定供給が約束されている。オーストラリアとのエネルギー安全保障協
力は、脱炭素化や重要鉱物協力と並ぶ長期課題であると同時に、足元
の危機対応という観点からも一段と重みを増しているのである。

防衛・安全保障分野でも進展がみられた。2026年4月の日豪防衛相
会談では、オーストラリアの国家防衛戦略や豪州汎用フリゲート計画
を踏まえ、日豪防衛協力のさらなる強化が確認された。これに続き、5
月の首脳会談では、「強化された防衛・安全保障協力に関する首脳声
明」が発出され、情報共有、共同訓練、能力協力、防衛産業分野での
連携を一層深める方向性が示された。加えて、両首脳は「戦略的サイ
バー・パートナーシップ」の立ち上げでも一致しており、防衛協力が陸
海空にとどまらず、サイバーや先端技術を含む包括的なものへと広が
っていることがうかがえる。

さらに、5月には第6回日豪経済閣僚対話が開催され、首脳会談の成
果を具体的な経済協力へ落とし込むための議論が進められた。ここで
は、通商、エネルギー、重要鉱物、サプライチェーン協力に加え、「アジ
ア・エネルギー・資源供給力強靱化パートナーシップ (パワー・アジア)
」の下で、地域のエネルギー安全保障と安定供給をめぐる連携の方向
性も確認されている。

また、2026年5月に公表されたオーストラリア連邦予算案では、キャピ
タルゲイン税制と住宅税制見直しが打ち出され、既存住宅偏重の投資
行動を見直し、より生産的な投資先への資金配分を促す方向性が示
された。実際の影響は今後の制度設計や市場環境に左右されるが、
豪州の投資マネーが中長期的に国内不動産以外のアセットをより積
極的に模索する場合には、その先として日本の不動産や企業が候補に
挙がる可能性がある。したがって、この税制見直しは豪州国内政策に
とどまらず、本報告書が論じた豪州から日本への投資拡大の可能性と
いう観点からも注目される。

総じてみれば、2026年6月までの日豪関係は、従来の貿易・投資関係
を基盤としつつ、経済安全保障、防衛協力、エネルギー移行、重要鉱
物、サイバーといった戦略分野で協力を制度的かつ実務的に深化させ
る局面に入っている。これは、本報告書で示したような「経済的補完
性」と「共通する戦略的利益」が、足元の政策・制度の面でも一段と
具体化していることを示すものである。換言すれば、本報告書が分析
した日豪関係の強みと将来の協力余地は、その後の現実の外交・政策
展開によって相当程度裏付けられたと評価できる。すなわち、本報告
書で重視した重点分野は、単なる将来展望ではなく、既に首脳・閣僚
レベルの合意と制度設計の中で具体化し始めており、日豪関係が想定
以上に速いテンポで実体化・戦略化していることを示している。



Japan and Australia – A lasting friendship and the case for stronger ties

日本とオーストラリアは、長年にわたり、経済と安全保障の両面で強い協力関係を築いてきた。2026年は、その土台となってきた日豪友好協力
基本条約 (NARA) の締結から50年の節目にあたる。この節目は、両国の関係を振り返って祝う機会であると同時に、グローバル化が大きな課題
に直面する今、日豪関係をさらに深める好機でもある。
世界では、2025年に関税を大きく引き上げる、または引き上げを示唆する動きが見られた。本報告書をまとめた時点 (2025年11月) の時点では、
こうした動きが世界貿易の悪化と再編の両方を招く可能性がある。大きな注目を集めている動きではあるが、同時に、ここ数年で既に進んでいた
世界のつながりの弱まりの延長線上にあるともいえる。
世界の二大経済大国である米国と中国は、それぞれ自国の影響力を強めようとしている。その中で、資源、技術、製造能力を確保し、将来の不安
定さやリスクに備える動きが強まってきた。こうした多方面での競争は、過去数十年にわたって世界経済を支えてきた安定を揺るがしている。
こうした厳しい環境の中では、日本やオーストラリアのように価値観を共有する国同士が、戦略的に経済協力を進めることがこれまで以上に重要
になっている。これは、経済安全保障の面でも、リスクをうまく管理する面でも重要である。いま強く求められているのは、信頼できて確実性の高
い関係であり、既にあるつながりをさらに広げ、強めていく必要がある。

日本とオーストラリアの相互補完関係
1950年代以降、日本とオーストラリアの関係を支えてきたのは、高
い経済的な補完関係と、共通する戦略的利益である。当社は、国連
のComtradeデータと国連総会の投票記録をもとに分析を行い、この
関係の強さを改めて確認した。

日本とオーストラリアの関係は、地理的に近く、経済の成熟度も近い
国同士の組み合わせの中でも、とりわけ際立っている。例えば、中国
はオーストラリアにとって最大の貿易相手国だが、貿易の補完性とい
う点では、日本が他のどの国よりも高かった。同様に、米国はオースト
ラリアにとって最も重要な戦略的同盟国といえるが、国連での投票行
動を見ると、日本の方がオーストラリアとより強く足並みをそろえてい
る。

同じことは、日本の側から見ても当てはまる。日本から見ても、オース
トラリアとの整合性は際立っている。過去20年間を通じて、オースト
ラリアは日本にとって貿易の補完性が高い相手であり、政治的な整合
性の面でも、たとえば米国以上に足並みが揃っている。

歴史を振り返っても、日本とオーストラリアは厚みのある貿易・投資
関係を築いてきた。日本は1960年代以降、常にオーストラリアの主要
な輸出先の一つであり続けている。

日本はオーストラリアにとって重要な投資相手でもある。2024年時点
で、日本からオーストラリア経済への投資残高は2,829億豪ドルに達
し、2014年からほぼ1,000億豪ドル増えた。このうち、長期的な関与
を示す直接投資は1,595億豪ドルで、日本の対豪投資全体の半分以上
を占めている。

一方、オーストラリアから日本への投資は、依然として相対的に小さ
く、中心はポートフォリオ投資である。ただし、2015年に日豪経済連
携協定 ( JAEPA) が発効して以降、投資は大きく増えている。オーストラ
リア企業は、不動産やインフラ開発など、日本経済のいくつかの分野
でも重要な役割を担っている。

日本とオーストラリアの両国について、マクロ経済の見通しはおおむ
ね良好である。両国の強い貿易・投資関係は、今後さらに協力を深め
ていくうえで確かな土台となっている。ただし、保護主義の広がりや貿
易摩擦を含む厳しい国際環境に対応するには、戦略的な取り組みが
欠かせない。

安定した経済成長、成熟した貿易関係、エネルギー移行に向けた投
資に支えられるオーストラリアと、コーポレートガバナンス改革を進
める日本は、いずれも今後の機会をつかみやすい立場にある。

これからの日豪協力の分野・領域
日本とオーストラリアの関係は高く評価できるが、両国がこれまでの
成果に安住することはできない。むしろ、この関係は、地政学的リスク
の高まりに備えるうえでも、新しく生まれる経済機会を取り込むうえで
も、今後さらに発展させていく必要がある。特に、以下の5つの分野で
協力を広げることは、両国にとって大きな利益につながる。

 脱炭素化： 

両国は、2030年までの排出削減目標と、2050年のネットゼロ達成と
いう共通の目標を掲げている。このため、これまでのエネルギー協力
を、再生可能エネルギーを含むより持続可能な形へ移していくことが
重要になる。日豪は、天然ガス利用に伴う環境負荷を下げるため、炭
素回収・貯留 (CCS) などの技術も模索している。さらに、クリーン水
素・アンモニアの生産、再生可能エネルギー関連インフラ、低炭素液体
燃料 (LCLF) などの分野でも、新たな協力の可能性が広がっている。
重要鉱物をめぐる協力も、近年ますます重要になっている。

 インフラ構築： 
日本が持つインフラ投資の知見は、オーストラリアのインフラ需要や
住宅不足への対応に役立つ。既に日本企業は、水素や再生可能エネル
ギー関連プロジェクトを支える基盤インフラに多くの投資を行ってい
る。加えて、日本の不動産企業はオーストラリアの都市開発にも参加
し、住宅供給の拡大に貢献している。

エグゼクティブサマリー
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 防衛・安全保障： 
日豪両国は、ともに安定、平和、繁栄を重視している。こうした価値観
を守るためには、防衛・安全保障分野での協力をさらに強めることが
重要である。日豪の特別な戦略的パートナーシップと相互アクセス協
定 (RAA) は、その土台となっている。共同演習、サイバー防衛での連
携、QuadやAUKUSなどの枠組みへの関与は、両国の戦略的な結び
つきを具体的に示している。さらに、オーストラリア政府が海軍の汎
用フリゲート艦導入計画で日本のもがみ型フリゲート艦を選んだこと
は、この協力関係を一段と深める動きといえる。

 サプライチェーン強靭化：
サプライチェーンの混乱は、経済安全保障と国家安全保障の両面で
重要な課題であることを改めて示した。COVID-19の流行や貿易摩擦
の高まりによって、グローバル・サプライチェーンの弱さが明らかにな
った。供給網を多様化し、安全性を高めるための協力は、両国にとって
長期的に大きな意味を持つ。日本とオーストラリアには、従来の供給
戦略を見直し、できるだけ信頼できる近しいパートナーとの「フレンド
ショアリング」を進めることが求められる。あわせて、サプライチェーン
の透明性と効率を高める技術への投資も欠かせない。

 人的交流： 
今の人の行き来は、日本とオーストラリアの経済関係の深さをまだ十
分に映し出していない。移住や文化交流をさらに進めることは、両国
にとって大きなプラスになる。新コロンボ計画や技能移民の制度は、
国境を越えた専門人材の交流を通じて、経済的な結びつきを深めるう
えで重要な役割を果たす。文化交流や観光の促進も、相互理解を深
め、草の根のつながりを強くすることにつながる。

二国間関係を超えて
日本とオーストラリアの二国間関係は、発展を続ける一方で、なお課
題も抱えている。たとえば、エネルギー貿易の課題、オーストラリアで
の取引や投資のしやすさ、日本企業に対する外国投資家のアクセスの
しやすさなどがある。ただし、両国がビジネス面のつながりと文化的
な親和性を育て続け、粘り強く取り組むことで、こうした課題に対して
持続的な解決策を見いだしていくことは可能である。

日本とオーストラリアの強固な経済パートナーシップは、インド太平
洋地域における重要な安定装置としても機能し得る。両国が二国間
パートナーシップを強化し、地域に貢献できる大きな分野として、以下
4点が挙げられる。

 • 脱炭素化
 • インフラ構築
 • 防衛・安全保障
 • サプライチェーン強靭化

インド太平洋は、世界経済の生産の半分以上、食料消費の半分以上、
そしてエネルギー消費の40%を占める重要な地域になりつつある。さ
らに、この地域には、オーストラリアや日本と価値観を共有する成熟し
た民主主義国も含まれている。

経済レジリエンスの構築の必要性 
二国間パートナーシップを深めるための実務的提言としては、両国政
府および両国の企業による行動が含まれる。

対オーストラリア政府：オーストラリア政府は、JAEPAの強みを生かし
ながら、特にクリーンエネルギーや技術などの新しい分野で、日豪協力
の新たな道筋を探ることが望ましい。教育交流や技能移民の制度を
充実させることは、人的交流の強化につながる。日本と連携して重要
なサプライチェーンの「フレンドショアリング」を進め、透明性と効率を
高める技術への投資を進めることも有効である。さらに、Simplified 
Trade System 構想に基づくシングルウィンドウ型の貿易制度を整え、変
革的な投資に対応する新たな窓口を設けて対豪投資の手続きを簡素
にすることで、より迅速な協力を後押しできる。

対日本政府：日本政府は、オーストラリアの再生可能エネルギー事業
への投資を後押しし、グリーンエネルギー分野での協力を引き続き進
めることが望ましい。CCSや重要鉱物の加工などの分野で共同研究開
発を進めることは、環境目標の達成と経済的な成果の両立に役立つ。
さらに、文化交流を促進し、日本の奨学金制度の中でオーストラリア
の位置づけを高めることは、相互理解の深化につながる。あわせて、
コーポレートガバナンス改革を継続し、オーストラリア企業にも機会を
広げることは、株主価値の向上と海外投資の呼び込みに資する。

対企業団体：両国の企業は、技術、インフラ、再生可能エネルギーなど
の戦略分野で提携を進めることが望ましい。長期的な視点で粘り強く
取り組むことが、異なるビジネス慣行への理解を深め、より強い連携に
つながる。企業同士や業界団体同士で知見を共有することも、協力を
さらに広げるうえで重要である。

結論として、発展を続ける日豪パートナーシップは、両国の経済安全保
障を支え、地政学的リスクに備えるうえで、今後も極めて重要である。
主要分野で協力を広げることは、両国だけでなく、より広いインド太平
洋地域にも利益をもたらし、強く持続的な二国間関係につながる。
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日豪を取り巻く世界情勢

1

 • 2020年代半ばの世界では、グローバル化のトレンドが大きく揺らいでいる。米国と中国の二大経済大国は、自国の
影響力を強めるとともに、資源・技術・生産力を確保することで、将来の不確実性に備えようとしている。関税の引
き上げに加え、近年の地域紛争や新型コロナウイルス感染症の流行も、国同士の相互依存が抱える弱さやリスクを
浮き彫りにし、グローバル化に逆風をもたらしている。

 • こうした厳しい国際環境の下では、価値観を共有する国同士が戦略的に連携することの重要性が一段と高まって
いる。リスクに対応するうえで、信頼できる相手であることがこれまで以上に重視されている。

 • 日本とオーストラリアは、長年にわたる経済・安全保障面での協力を通じて、強固な関係を築いてきた。今後はそ
の関係をさらに広げ、深めていくことがこれまで以上に求められている。 
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1.1 グローバリゼーションの課題
2025年には、大幅な関税障壁の導入またはそれを示唆する動きが見
られ、本報告書の最終化時点において、それは世界貿易の悪化と再編
の両方を示すものとなっている。この動きは世界の貿易システムに衝
撃を与えているが、グローバル化に対する最初の試練というわけでも
ない。実際、世界経済のオープン化に向けた長期的な流れは、既に数
年前から停滞していたように見える。
2008年の世界金融危機は、自由貿易と継続的なグローバル化にとっ
て一つの転換点となり、多極化する世界への舞台の基礎となった。以
降、全世界のGDPに占める貿易・サービス収支の比率は上昇が頭打ち
となっている (図1.1参照)。その後、地域紛争やCOVID-19パンデミッ

クによって、長大なサプライチェーンに伴う相互依存が国家安全保障
や経済安全保障にもたらすリスクをさらに増幅させ、各国を不安に陥
れている。国家間の相互依存は、2025年に導入された関税障壁やそ
の他の貿易制限によって、いまや一段と大きな圧力にさらされている。
関税障壁等の措置が維持されれば、多くの企業や貿易ルートが採算
上の問題に直面する可能性がある。
現在の世界経済環境では、主権的能力と国家のレジリエンスへの重視
がますます強まっている。その特徴は、不確実性、不信、そして地政学
的緊張にある。とりわけ、米国と中国という二大経済大国が、資源、技
術、製造能力の支配をめぐって競い合っていることが大きい。

1.2 戦略的な経済協力の重要性
リスクに満ちた世界においては、信頼できる友を求めることがこれま
で以上に重要である。
志を同じくする国々との戦略的な経済協力は、外交政策および経済
政策の中核となっている。国際通貨基金 (IMF) の調査によれば、世界
的な相互接続性は弱まりつつある一方、その実態にはより複雑な側面
がある。2025年までは、地政学的に足並みのそろった国々の間では
貿易がより活発化する一方で、政治的・戦略的利益が異なる国々の間
ではその伸びが鈍化していた。1 

まさにこの文脈のもとで、長年の友好関係を築いてきた日本とオース
トラリアは、両国の間の絆のさらなる強化に動いている。日本とオー
ストラリアの経済的補完性は、数十年にわたる相互利益のある貿易を
支えてきた。この期間に、日本はオーストラリアの豊富な天然資源への
投資を先導した。この資本の流れによって、オーストラリアはエネルギ
ーおよび資源分野における世界有数の輸出能力を築くことが可能にな
った。一方で、オーストラリアからの安定した輸出は、日本経済の世界
有数の高度な工業経済への成長を支えてきた。

出典：世界銀行

図1.1: 全世界GDPに占める貿易の割合
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両国の継続的な足並みの一致と協力は双方にとって重要であるが、
資源に乏しい傍ら工業の比重の高い経済構造を持つ日本にとっては
特に不可欠であるといえる。資源国の影響力の高まった昨今の国際
情勢下においては貿易と投資における力の均衡が変化しつつある。2日
本はエネルギー供給全体のほぼ90%を輸入に依存しており、さらに世
界最大の純食料輸入国でもある。したがって、分断した世界経済の中
で日本が経済上の成功を収めるためには、強固で信頼度の高い貿易パ
ートナーシップの維持が不可欠である。この点、豊富な天然資源と比
較的開かれた移民政策を持つオーストラリアは比較的 (国際関係を生
き抜くための) 機動性があるといえるかもしれない。しかし、それでも
豪州にとって強力な同盟国の必要性が失われるわけではない。信頼で
きる資本の供給源と最終需要は、今後もオーストラリアにとって重要で
あり続ける。

近年の世界情勢の変化は、両国間の従来の炭素集約型貿易の枠組
みを拡大させてきた。現在の日豪関係は、クリーンエネルギー、インフ
ラ、防衛・安全保障協力、そして強靭なサプライチェーン構築に向けた
包括的な取り組みなど、重要分野に広がっている。両国の関係は、単
なる貿易相手国から戦略的パートナーへと進化したといえよう。しか
し、経済の安定と国家のレジリエンスが最重要課題となる中で、さらな
る統合の必要性が生じている。

このような背景――変化する世界的潮流と、リスク、レジリエンス、信頼性への新たな重視に形づくられた背景――を前提として、以降の各節で
はこれからの日豪関係をさまざまな角度から検討していく。

第2章では、日豪関係の歴史的な強さと持続性を示す。日豪のつながりの性質は時間とともに変化しており、非常に強
固な分野もあれば、さらなる強化余地がある分野もある。この結びつきは、今後より深い統合を築くための土台となる。

第5章では、経済レジリエンスを構築するために今すぐ行動する重要性を強調する。オーストラリア政府、日本政府、そし
て企業団体に向けた提言を示す。日本語の「温故知新」は、前に進むために過去から学ばなければならないことを意味
する。この考え方が、二国間関係を強化するための提言全体の基調となっている。

第4章では、二国間関係における課題に触れつつ、それら課題が忍耐、粘り強さ、先見性の組み合わせによって克服し得
ることを示す。これらは既にこの関係を特徴づけている重要な資質である。同章ではさらに、この強固な関係を活用して
インド太平洋地域により大きな安定と繁栄をもたらすという、二国間関係を超えた機会についても検討する。同地域は
今後も世界経済において最も人口が多く、最も成長の速い地域であり続ける可能性が高い。

第3章では、戦略的関係の深化に向けた機会を検討する。こうした機会は、政府、企業、社会という二国間関係のあらゆ
る層に存在する。各層での進展は、長く確立された補完関係に根ざし、共通の戦略目標によって導かれていく。
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日本とオーストラリアの相互補完関係

2

 • 日本とオーストラリアは、経済面での高い補完性と、共通する戦略的利害を土台として、長年にわたり強固な関係
を築いてきた。Deloitte Access Economics の分析でも、日豪関係は、地理的に近く同程度に成熟した経済同士
の組み合わせの中でも、際立った関係にあることが示されている。

 • 両国は、貿易と投資の面でも豊かな実績を積み重ねてきた。日本は1960年代以降、常にオーストラリアの主要な輸
出先の一つであり続けている。2024年には、日本はオーストラリアの対内直接投資の第2位の供給国となった。

 • 両国はそれぞれ国内外でさまざまな課題に直面している。他方、両国のマクロ経済の見通しには前向きな材料もあ
る。
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2.1 補完性の評価 
1950年代以降、日本とオーストラリアの関係を支えてきた基盤は、深
い経済的補完性と国際課題における共通の戦略的利益である。この
基盤が、貿易を通じて両国関係を一段と深め、かつ潤沢な二国間投
資を呼び込み、両国経済の共栄を可能にしてきた。当社では、国連の
Comtradeデータと国連総会の投票記録を用いて分析を行い、結果こ
の関係の強さが改めて明らかになっている。この分析では、一方の国
の輸出と他方の国の輸入 (およびその逆方向) の重なりの度合いとして
定義される貿易補完性指標と、さまざまな議題に関する国連総会投票
記録によって示される政治的整合性指標を比較している。i

以下の図 (図2.1および図2.2) は、経済面・政治面双方の整合性に照ら
すと、日本とオーストラリアの関係が、地理的に近接し同程度に先進
的な経済同士の組み合わせの中でも際立っていることを示している。
たとえば、中国はオーストラリアにとって最大の貿易相手国であるもの
の、貿易補完性という点では日本が他の全ての国を上回っていた。過
去のデータを追うと、この補完性が持続的であり、日本が長年にわた
り上位に位置してきたことを示している。同様に、米国はオーストラリ
アにとって最も重要な戦略的同盟国だが、国連の投票記録によれば、
日本の方がオーストラリアとより強い政治的整合性を示している。ここ
でも過去のデータによると、この整合性が長年にわたり安定して維持
されてきている。

貿易補完性の指標は、国連商品貿易統計データベース (UN Comtrade) のデータを用いて、ある国の双方向の貿易が、それぞれの貿易相手国との間でどの程度補完的な関
係にあるかを測定するものである。分析の結果、日本とオーストラリアの二国間貿易は、他の多くの国の組み合わせと比べて、より高い補完性を示している。すなわち、オー
ストラリアが輸出する財・サービスは、他の貿易相手国に比べて、日本の輸入需要により適合しているということである。この結果は、貿易のどちらの方向についても当ては
まる。
政治的整合性の指標は、Harvard University の Erik Voeten が整備する国連総会の記名投票データを用いて、国連総会における投票行動の類似性または相違の度合い
を測定するものである。この点においても、日本とオーストラリアは高い整合性を示しており、国際舞台における共通の戦略的価値観を有していることがうかがえる。
これら二つの指標、すなわち貿易補完性と政治的整合性については、2000年、2010年、2022年のデータを対象としている。図表には、それらの平均値を示している。

i

図2.1: 貿易補完性と政治的整合性 ― オーストラリアと主要国

出典：UN Comtrade、国連総会投票記録、Deloitte Access Economics
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同様のことは逆方向にも当てはまる。日本の側から見ても、オーストラリアとの整合性は際立っている。過去20年間を通じて、オーストラリアは日
本にとって貿易補完性で高い位置にあり、政治的整合性においてもたとえば米国以上に日本と足並みが揃って。

図2.2: 貿易補完性と政治的整合性 ― 日本と主要国

出典：UN Comtrade、国連総会投票記録、Deloitte Access Economics
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2.2 二国間貿易の歴史
両国の強い補完性は、豊かな貿易の歴史にも表れている。この流れ
が本格化したのは、1957年に両国が日豪通商協定を締結してからであ
る。この歴史的協定は、オーストラリアが主要な貿易相手として日本へ
大きく舵を切る契機となり、その後の長期にわたる成功した二国間関

係の礎となった。同協定の締結から10年も経たないうちに、日本は英
国を抜いてオーストラリア最大の輸出先となった。日本はその後40年
間にわたり首位を維持し、1960年代以降、常にオーストラリアの輸
出先上位2ヵ国の一つであり続けている。これは二国間貿易関係の
持続性を示す顕著な例である。

両国間の貿易の性格と構成は、それぞれの発展段階における市場需
要の変化に応じて、絶えず進化してきた。当初、日本のオーストラリ
アからの輸入は農産品が中心であった。輸入品目の筆頭は羊毛であ
り、小麦、食肉、乳製品がそれに続いた。1960-61年から1973-74年
にかけて、日本向けのオーストラリア農産物輸出の比率は17.7%から
26.8%へ上昇した一方、英国向けの比率は24.1%から6.4%へ急落し
た。3この伸びの主因は、日本の一人当たり所得の上昇と消費パターン
の変化にあり、日本の消費者が伝統的な食生活から離れ、西洋型の
食生活を取り入れるようになったことであった。

日本の再工業化に伴い、オーストラリアの対日物品輸出は変化した

オーストラリアの農産物輸出の拡大と重なるように進行したもう一つ
の大きな潮流は、1950年代から60年代にかけての日本の急速な再工
業化であった。産業基盤の再建に向けた動きは、日本国内の鉄鋼需要
を押し上げ、その結果、原材料とエネルギー資源への需要も急増した。
この変化は、オーストラリアの対日輸出における重要な転換点となっ
た。輸出構成は、主として農産物中心から、鉄鉱石と石炭が主力とな
る構成へ移行した。
この時期、日本は西オーストラリア州のピルバラ地域やクイーンズラン
ド州のボーエン盆地の炭鉱に早い段階で投資し、さらに長期購入契約
を結んだ。この動きが今日まで成長を続けるオーストラリア経済の主
要輸出部門の形成に寄与した。加えて、西オーストラリア州のノース・
ウェスト・シェルフ共同事業への初期の日本の投資は、オーストラリア
の液化天然ガス (LNG) 産業の基盤形成にもつながっている。4 

図2.3: オーストラリアの輸出総額に占める主要相手国の割合 (上位5ヵ国)、1955–2024年

出典：DFAT Trade Statistics、Deloitte Access Economics
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出典：DFAT Trade Statistics、Deloitte Access Economics

表2.1: 日本向けオーストラリア輸出 ― 全対日輸出に占める上位5品目の割合

品目 1990 2000 2010 2020 2024

石炭 23.3% 19.5% 34.0% 26.1% 37.3%

液化石油ガス 3.9% 14.9% 20.0% 32.3% 32.9%

鉄鉱石 9.0% 9.0% 19.7% 14.7% 10.1%

食肉 7.6% 8.1% 4.6% 5.9% 3.6%

非鉄金属 9.3% 7.8% 3.8% 1.8% 2.0%

液化天然ガス (LNG) は、貿易輸出入分類 (TRIEC) 133「処理された石油ガスおよび気体炭化水素」に含まれる。ii

日本の工業化の規模と、オーストラリアの資源・エネルギー分野への初
期投資の大きさにより、1990年までには、日本がオーストラリアの鉄
鉱石と石炭輸出の50%以上、液化天然ガス (LNG) 輸出の70%以上を
占めるに至った。ii

1991年以降、日本経済は急速に減速し、産業構造の面でも成熟が進
んだ。その結果、オーストラリアの鉄鉱石輸出に占める日本の割合は
2010年までに20%未満へ低下した傍ら、特に中国がより大きな割合

を吸収するようになった。2024年時点では、日本が占めるオーストラ
リアの鉄鉱石輸出の割合は5%強に留まり、中国は85%を占めるに至
っている。5 

それでも、日本におけるオーストラリアからの資源・エネルギー供給は
引き続き極めて重要な輸出品目であり続けており、今日でも石炭やそ
の他の燃料が、オーストラリアの対日輸出の大部分を占めている（表
2.1参照）。

実際、日本は重要な資源・エネルギー供給源として、オーストラリア
への依存を近年いっそう強めている。日本の工業力が最盛期にあっ
た1989年には日本の石炭輸入の49%、鉄鉱石輸入の40%、LNG輸
入の2.2%程度がオーストラリア由来であったが、それから30年以上を

経た2024年には石炭輸入の66%、鉄鉱石輸入の50%、液化天然ガス
（LNG）輸入の39%をオーストラリア由来のものが占めるに至ってい
る (図2.4参照)。6

日本の資源・エネルギー輸入全体に占めるオーストラリア分の割合

50% 
鉄鉱石鉄鉱石

出典：財務省「貿易統計」2024年

66% 
石炭石炭

39% 
LNG 
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オーストラリア向け日本製品輸出の裾野拡大
日本の対豪輸出も時代とともに変化してきた。当初、日本の輸出は主
として繊維製品や軽工業品から成っていた。しかし、日本の産業が高
度化するにつれ、輸出品目も変化した。1960年代後半以降、日本は
自動車、電子機器、機械類を含む、より複雑な工業製品をオーストラ
リアへ輸出するようになった。7 1980年代までには、日本車はオースト

ラリア市場の定番となり、日本ブランドが幅広く知られる存在となっ
た。2024年には、オーストラリアの自動車輸入全体のほぼ3分の1が日
本からのものとなった。近年では、日本の対豪輸出はハイテク製品や
電子機器にも広がっており、これは技術革新の進展と、より深まった
戦略的結びつきを反映している。    

表2.2: オーストラリアの対日輸入 ― 日本からの全輸入に占める上位5品目の割合

出典：DFAT Trade Statistics, Deloitte Access Economics

品目 1990 2000 2010 2020 2024

自動車 33.6% 48.3% 50.0% 57.4% 63.0%

機械類 10.3% 8.6% 12.7% 10.8% 8.8%

石油製品 0.2% 0.7% 6.2% 6.3% 7.7%

半製品 2.7% 2.5% 3.7% 4.2% 4.1%

その他の工業製品 7.8% 5.9% 5.7% 3.8% 3.3%

図2.4: 日本の輸入に占めるオーストラリアからの調達比率 (主要品目)、1989–2024年

出典：財務省「貿易統計」、Deloitte Access Economics
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日豪間サービス貿易の明るい材料
両国間のサービス貿易は、モノの貿易の規模の陰に隠れて見過ごされ
がちである。しかし、これは二国間関係における重要な要素であり、
成長余地も大きい分野である。近年、日豪間のサービス貿易は比較的
緩やかな伸びにとどまっているが、この指標の背後にはいくつかの好
材料がある。例えば、保険・年金サービスおよび金融サービスの双方
向貿易は、特に近年、急速に拡大している。日本の投資家の間ではオ
ーストラリアの金融サービス分野への関心が高まっており、またオース
トラリアの金融サービス事業者の側にも日本市場を開拓しようとする
意思が見られる。
日本文化に対するオーストラリア人旅行者の関心は、個人向け、文化・
娯楽サービスに関する貿易の数字にも表れている。たとえば2024年
にはほぼ100万人のオーストラリア人が日本を訪れ、過去最高を記録
した。加えて、日本語はオーストラリアで最も広く教えられている外国
語の一つである。

この傾向はさらなる促進余地がある。また、高等教育や通信レジリエ
ンスなどの分野を含め、日豪間のサービス貿易の新たな道筋も促進し
得る。

貿易密度が示す日豪関係における一貫性
日豪の総二国間貿易額は、急成長する中国との貿易拡大の陰に隠れ
て見えるかもしれないが、その貿易密度は両国関係の一貫性を物語
っている。世界銀行の世界貿易データによれば、日本とオーストラリア
の二国間貿易は、それぞれの国が世界貿易に占めるシェアから予想さ
れる水準を常に上回ってきた。双方に不釣り合いなほど高い二国間貿
易傾向が続いていることは、他の経済圏が貿易フローを主導している
状況下においても、両国が意図的に関与し続けてきたことを示してい
る。このように高い貿易密度が長年にわたり維持されてきた事実は、
深い補完性と大きな相互利益があることを裏付けているといえよう  
(図2.5参照)。

2006 20102008 20142012 20182016 2020 2022

図2.5: 日豪間の貿易強度の推移

Trade intensity

出典：世界銀行、Trade Indicators、World Integrated Trade Solutions (WITS)、Deloitte Access Economics 
注：指数が1を上回る（下回る）場合、相手国の世界貿易における重要性を踏まえた期待値よりも、二国間貿易フローが大きい（小さい）ことを 
      示す。日豪間の貿易強度は、貿易の方向にかかわらず数十年にわたり1を上回っている。
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他方で、オーストラリアの対日投資は依然として比較的低水準にとど
まっている。しかし、2015年に日豪経済連携協定 ( JAEPA) が発効し
て以降、増加している。同協定発効後、ポートフォリオ投資を含むオー
ストラリアの対日投資額は約75%増加した。2024年時点で、対日投
資額は1,653億豪ドルに達し、日本はオーストラリアの対外投資先とし

て第4位となっている。9LendleaseやGoodmanといったオーストラリ
ア企業は、日本の不動産およびインフラ分野で重要な役割を果たして
きた。このような動きは近年ではデータセンター建設にも広がってい
る。

2.3 二国間投資の歴史
強固な貿易関係は堅実な投資の流れによって支えられてきた。とりわ
け、日本によるオーストラリア資源部門への投資は大きな意味を持って
きた。

日本による投資の豪州経済発展における重要性
既存の貿易関係に加えて、外国直接投資 (FDI) は日豪経済関係の強
化に決定的な役割を果たしてきた。1950年代から1960年代にかけ
て、日本企業はオーストラリアの鉱業分野への投資を開始し、1980年
代から1990年代にかけてはさらに拡大させ、日本の産業部門に不可

欠な原材料の安定供給を確保した。投資とそれに続く長期購入契約
は、オーストラリアに力強い輸出成長の基盤を与えた。
近年では、日本からの投資はインフラ、不動産、金融サービスなどの分
野にも広がっている。とりわけ注目されるのは、持続可能性とグリーン
エネルギー移行に対する両国の取り組みに沿って、オーストラリアの再
生可能エネルギー事業へも投資が加速している点である。日本は、過
去10年間にわたり毎年オーストラリアへの投資残高を増やしてきた唯
一の海外投資国である。この期間に、日本の対豪FDIは105%増加し
た。8 2024年時点で、日本のオーストラリア経済に対する直接投資残
高は1,595億豪ドルに達している。

図2.6: 対豪直接投資の主な供給元

出典：Australian Bureau of Statistics、Deloitte Access Economics
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2.4 広がる経済協力
両国の強固な貿易・投資関係と共有する価値観は、今後の協力深化
に向けても確かな土台となっている。ただし、保護主義の高まりや貿
易摩擦を含む世界経済環境を乗り越えるには、戦略的な対応が必
要となるだろう。世界経済の見通しに対する主要なリスクとしては、保

護主義の高まり、大国間の貿易摩擦の長期化、国際紛争の継続、そし
て世界経済の分断可能性の高まりがある。これらは非効率とコスト増
を生むことから、経済成長の抑制につながり得る。その結果、世界経
済の見通しは高いボラティリティと不確実性に直面する可能性が高い 
 (図2.8参照)。

日本とオーストラリアのこれから  | 絆がもたらす経済安全保障

25

図2.8: 世界不確実性指数iii

出典：Ahir, H, N Bloom, and D Furceri (2022), 『World Uncertainty Index』, NBER Working Paper, IMF, Deloitte Access Economics
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図2.7: 日本への外国直接投資の主な供給元

出典：日本貿易振興機構、Deloitte Access Economics
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WUIは、エコノミスト・インテリジェンス・ユニット（EIU）の各国報告書において、「uncertain（不確実な）」およびその類義語が出現する割合を集計することにより算出さ
れる指標。算出後の値には、視認性を高めるため100万を乗じて再尺度化を行っている。数値が高いほど不確実性が高く、低いほど不確実性が低いことを示す。

iii
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日豪は短期的にはこの影響を受ける可能性があるものの、両国が自
由貿易とルールに基づく国際秩序へのコミットメントを維持している
以上、新たな機会が生まれる可能性も高い。例えば、近年の米中間の
貿易摩擦の結果、強固な貿易協定やより大きな外国直接投資を抱える
一部の国にとっては新たな機会が生まれていることが研究によって示
されている。10

投資先として大きな魅力を持ち続けるオーストラリア
オーストラリアの安定性を特に強く指し示す要素が過去30年間にわた
る堅調な経済成長である。オーストラリアは1990年からCOVID-19パ
ンデミックの始まりまで30年間にわたり経済成長を記録した。この期
間、オーストラリア経済は2001年のドットコム・バブルや2008年の
世界金融危機といった大きな混乱に直面しながらも、比較的高いレ
ジリエンスを維持した。そしてこの安定性を支えるのに重要な役割を
果たしたのが強固な貿易・投資関係である。貿易面での各国との強い
結びつきと、比較優位を有する自国の鉱業・資源部門への先見的な投
資の組み合わせにより、豪州は2000年代・2010年代のアジアにおけ
る力強い経済成長の恩恵を受けることができた。
オーストラリアの長期にわたる経済安定を支えてきた根本的要因は複
数あるが、中でも重要なものとして堅実な移民受入プログラムと比較
的良好な人口動態がある。例えば、人口増加率の面でオーストラリア
は他の高所得国を上回っているほか、高い評価を受ける大学、魅力的
な雇用機会、高い生活水準、そして比較的公平な所得分配を背景に、
アジア太平洋地域における人材誘引力でも最上位に位置している。さ
らに、三大格付機関全てから「AAA」格付けを受けている数少ない

国の一つでもある。これは、強固で安定した統治、制度、マクロプルー
デンス政策、そして成長力を反映しているといえよう。これらの要因ゆ
えに、豪州は他の先進経済国よりも一貫して高い成長を実現し、将来
の海外資本流入先としても有力な地位を保つことができているのであ
る。
今後の展望としておそらく最も注目すべきは、世界的なネットゼロへの
移行におけるオーストラリアの比較優位にある。豪州は豊富な再生可
能エネルギー資源と、重要鉱物の豊かな埋蔵量に恵まれている。リ
チウムやニッケルといったこれらの資源は、供給国が限られ代替先も
少ない一方で世界貿易に占める比重が拡大していることから、将来的
にサプライチェーンにボトルネックを起こし得る。オーストラリアは、
潜在的ボトルネック品目の供給者としての立場と従前の実績通じて得
られた信頼を以て、世界的なエネルギー移行の中でより有利な地位を
築きつつある。
豪政府が推進する経済・産業政策イニシアチブFuture Made in Australia 
(FMIA) は、この比較優位を活かし、グリーン水素や重要鉱物などの優
先産業への投資促進を通じて、オーストラリアを再生可能エネルギー
超大国へと引き上げることを最終目標としている (Box2.1参照) 。
オーストラリアは、将来的に再生可能エネルギー超大国へと発展し、イ
ンド太平洋地域、さらには世界経済全体のエネルギー安全保障と経済
安定に貢献し得る国とみなされている。この潜在力は、日本のような
信頼できるクリーンエネルギー供給の確保を必要としている緊密なパ
ートナーからの大きな投資の機会をもたらすのではないだろうか。

Box 2.1: Future Made in Australia

Future Made in Australiaイニシアチブは、2024-25年度連邦予算で内容が示され、2024年11
月下旬にオーストラリア連邦議会で成立した。今後10年間で当初227億豪ドルを投じ、国家利益
の観点から重点分野とされた産業への民間投資を後押しすることを企図しており、対象となる産業
は、次のとおりである。

1. グリーン水素
2. 重要鉱物の加工
3. グリーンメタル
4. 低炭素液体燃料 (LCLF)
5. 電池や太陽光パネルのサプライチェーンを含むクリーンエネルギー製造
 
FMIAは、クリーンエネルギー産業が今後の世界経済を左右するというオーストラリアの考え方を明
確に示している。あわせて、こうした分野でオーストラリアが強みを持つことを、あらためて確認す
るものでもある。全体としてみれば、FMIAは国内経済の脱炭素化を進めるとともに、ネットゼロに
向かう世界の流れの中で、オーストラリアの役割を大きくしていく後押しとなる。

またオーストラリアは、将来の経済づくりにおいて海外資本が重要な役割を果たすことも認識して
いる。こうした資本を呼び込むため、政府は、大規模で変革性の高い投資案件を対象に、投資家向
けの「Front Door」を設ける予定である。2025年9月以降、この仕組みは投資家にとっての一元的
な窓口として機能する。
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産業と技術の強国として存在感を高める日本
パンデミックからの日本経済の持ち直しは、プラス材料と課題の双
方を表している。日本の名目賃金はここ数十年で最も速いペースで上
昇している。これを受け、日本銀行は政策金利をマイナス圏から引き
上げることが可能となった。賃金上昇と物価上昇の好循環の構築は投
資とイノベーションの再活性化へとつながり得る。将来の成長とインフ
レに対する長期的期待を映す10年債および30年債利回りも、数年間
の低下を経た後、上昇傾向にある。最近は海外投資家からの投資も
進んでいる。貿易摩擦の影響を受ける可能性は拭えないとはいえ、激
動の国際社会の中において強固なファンダメンタルズを持つ日本は、
投資先として高い魅力を持っているといえよう。また、日本は経済のダ
イナミズムを高める政策も推進している。その中でも大きな影響を及
ぼしている取り組みが、コーポレートガバナンス改革である。この改革

は10年以上にわたり進められてきたが、最近は投資家がその潜在的
な恩恵を認識し始めている (Box2.2参照) 。他方、人口減少のような
構造的課題は今後も続くと見込まれ、生産性向上の加速が一段と重
要になる。この人口動態上の課題に直面したことで、日本は先端製造
業やロボティクスといった従来からの強みを改めて際立たせつつあ
る。2023年には、世界の産業用ロボットの38%を日本産または日本
設計製品が占めていた。11近年では、大手多国籍企業が、日本を技術
研究とイノベーションの拠点にしようと多額の投資を行っている。12こ
れらの投資は、先端技術活用が広がり、技術サプライチェーンに圧力
が高まる中で、オーストラリアのような緊密な同志国、ひいては世界全
体に利益をもたらし得る。

Box 2.2: 日本のコーポレートガバナンス改革
2021年6月のコーポレートガバナンス・コード改訂は、日本企業の変化を後押しする大きなきっ
かけとなった。この改訂は、企業統治のあり方を見直し、収益性への意識を高め、投資家との
対話を深めるとともに、株主からの積極的な提案や働きかけにも、これまで以上に向き合うこ
とを促すものである。
さらに、東京証券取引所は、改訂後のコーポレートガバナンス・コードの考え方を上場規則に
も反映させており、その影響は多くの上場企業や今後の上場候補企業にまで広がっている。こ
れにあわせて東証は、上場基準の厳格化に加え、資本効率の向上に向けた計画の開示、多様
性・情報開示・サステナビリティに関する要件の強化も進めている。こうした新しい上場基準
は、2025年3月に発効した。
改訂後のコーポレートガバナンス・コードと、より厳しくなった東証の指針は、金融庁のアクシ
ョン・プログラムによってさらに支えられている。このプログラムでは、取締役会の説明責任と
実効性の向上、経営陣による成長と収益性への注力、そして海外投資家との対話の充実が重
視されている。
これらの改革を通じて、日本企業が重視する軸が、成長、収益性、そして持続可能性へと、はっ
きり移りつつあることがうかがえる。投資家の反応も前向きであり、株式市場の上昇や世界の
大手運用会社による長期的な投資姿勢には、日本経済が転換点を迎えているという期待が表
れている。
また、コーポレートガバナンスの実務経験が豊富なオーストラリアの取締役や企業は、協業や
提携を通じて、日本企業に知見を共有することができる。実際、日本企業によるオーストラリア
企業の買収などをきっかけに、オーストラリア人の取締役が日本企業の取締役会に加わる動き
が、グローバル・地域の両レベルで広がっている。こうした関わりは、互いの学びを深め、認識
のすり合わせを進めるうえで有益であり、日本企業が変化するガバナンスへの期待に対応する
際にも、オーストラリアの成熟した仕組みを活かす助けとなっている。
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これからの日豪協力の分野・領域

3

日本とオーストラリアの関係の強さは高く評価されるべきであるものの、両国は過去の成果の上に安住することはで
きない。むしろ、この関係は、地政学的リスクの高まりに対する有効な備えとなると同時に、新たに生まれる経済機会
を活用できるよう、今後も進化させ続けなければならない。新たな機会においては可能な限りAIや量子コンピューティ
ングも含む先端技術を活用すべきであり、特に、以下の5つの主要分野における協力拡大は双方に利益をもたらすと考
えられる。 

インフラ構築 
オーストラリアでは急速な人口増加によって既存インフラへの負担が高まっており、日本が持つイオーストラリアでは急速な人口増加によって既存インフラへの負担が高まっており、日本が持つイ
ンフラ投資の知見を活用する余地が大きい。 ンフラ投資の知見を活用する余地が大きい。 

脱炭素化 
脱炭素化に向けた連携は、日本とオーストラリアが2050年のネットゼロに向けて移行を進めるう脱炭素化に向けた連携は、日本とオーストラリアが2050年のネットゼロに向けて移行を進めるう
えで欠かせない。オーストラリアが持つ豊富な資源と、日本の高い技術力を組み合わせることで、えで欠かせない。オーストラリアが持つ豊富な資源と、日本の高い技術力を組み合わせることで、
大きな可能性が開かれる。大きな可能性が開かれる。

防衛・安全保障 
日本とオーストラリアは、ともに安定、平和、繁栄を重視している。こうした共通の価値を守るため日本とオーストラリアは、ともに安定、平和、繁栄を重視している。こうした共通の価値を守るため
にも、防衛・安全保障分野での連携を一段と深めていくことが重要である。にも、防衛・安全保障分野での連携を一段と深めていくことが重要である。

サプライチェーン強靭化
サプライチェーンの混乱は、経済安全保障と国家安全保障の重要性を改めて浮き彫りにしている。サプライチェーンの混乱は、経済安全保障と国家安全保障の重要性を改めて浮き彫りにしている。
地政学的な競争が激しさを増すなかで、日本とオーストラリアは、従来のサプライチェーン戦略を地政学的な競争が激しさを増すなかで、日本とオーストラリアは、従来のサプライチェーン戦略を
見直す必要がある。地域の供給網を多様化し、安定性を高めるために協力することは、両国にとっ見直す必要がある。地域の供給網を多様化し、安定性を高めるために協力することは、両国にとっ
て長期的に大きな意義を持つ。て長期的に大きな意義を持つ。

人的交流
現在の両国間の人的交流は、日本とオーストラリアの経済関係の深さをまだ十分に反映していな現在の両国間の人的交流は、日本とオーストラリアの経済関係の深さをまだ十分に反映していな
い。移住や文化交流をより一層促すことで、両国に利益をもたらし得る。人の往来を双方向でさらい。移住や文化交流をより一層促すことで、両国に利益をもたらし得る。人の往来を双方向でさら
に活発にしていくことは、双方に利益をもたらし得る。既にある結びつきを一段と強めることで、日に活発にしていくことは、双方に利益をもたらし得る。既にある結びつきを一段と強めることで、日
本とオーストラリアは、強固な経済関係をさらに確かなものとし、より幅広く、しなやかなパートナ本とオーストラリアは、強固な経済関係をさらに確かなものとし、より幅広く、しなやかなパートナ
ーシップを築くことができる。ーシップを築くことができる。
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また、これから生まれてくる多くの経済機会を取り込むうえで、新しい
技術が重要な役割を果たす。AIや量子コンピューティング等の先端分
野での協力は、それ自体が新たな価値を生み出す可能性を持つ。研
究・イノベーションに強みを持つオーストラリアと、工学・製造領域で
高い力を持つ日本は、技術分野での共同の取り組みを進めるうえで、
互いに補い合える関係にある。

3.1 脱炭素化
日豪エネルギー・パートナーシップ：戦略的同盟の基盤
日本とオーストラリアの緊密な関係は、長年にわたるエネルギー貿易
を通じて築かれてきた。資源に恵まれたオーストラリアは、日本の先を
見据えた投資によって大きな恩恵を受けてきた。一方で、それは日本の
産業発展を支えるうえでも非常に重要な役割を果たした。こうした相
互に支え合う関係は、両国の経済安全保障を支えてきたものであり、
今も二国間関係の中心にある。
現在も、石炭や液化天然ガス (LNG) などの資源取引は、日豪のエネ
ルギー協力の柱となっている。ただし、両国は2030年までの排出削
減目標や2050年のネットゼロ達成という共通の目標を掲げている
ため、今後は既存のエネルギー協力を少しずつ再生可能エネルギー
へ移していく必要がある。その際には、地政学的な不確実性が続く中
でも、エネルギー安全保障をしっかり確保することが欠かせない。こ
のような世界情勢への対応とクリーンエネルギーへの移行は、日本と
オーストラリアの双方にとって課題であると同時に、大きな機会でもあ
る。

LNG貿易と脱炭素化への取り組み
液化天然ガス (LNG) は、エネルギー移行の中で重要な役割を担う。
石炭や石油に比べて、燃やしたときの環境負荷が低いからである。も
ちろん化石燃料であることに変わりはないが、発電や産業用途で使う
場合、LNGは二酸化炭素やその他の有害物質の排出を比較的少なく
抑えられる。このため、日本やオーストラリアのようにネットゼロを目指

す国にとって、LNGは移行期を支える重要なエネルギー源となってい
る。
近年、日本はオーストラリアからの安定したLNG供給への依存をさ
らに強めている。一方で、この協力関係は、脱炭素化という課題に対
応するかたちへと変わりつつある。その一環として、日本とオーストラ
リアはともに、天然ガス利用に伴う環境負荷を減らすため、CCSのよ
うな新しい技術の活用を探っている。
CCSの実装には、課題と可能性の両方がある。CCSは、ガス処理施設
や液化設備から出るCO2を回収し、圧縮して地下深くの地層に注入
し、長期間貯留する技術である。ただ、現時点では技術面の課題もあ
り、導入コストは高い。例えば、CCS設備を動かすためには追加のエネ
ルギーが必要になる。ivそれでも、特にLNG生産の分野では、大きな可
能性がある。
現在は、より少ないエネルギーでCO2を回収できる技術の開発に向け
て、共同研究が進められている。具体例としては、先進的な溶剤・膜分
離技術がある。また、日本とオーストラリアは、回収した炭素をさまざ
まな産業で活用する可能性も探っており、新たな経済機会につながる
ことが期待されている。CCSは、天然ガスを液化する前の段階でCO2
を分離するのにも使うことができる。これにより、輸送や貯留がしやす
い高濃度のCO2を取り出すことが可能になる。回収したCO2は、原油
の増産、コンクリートの養生、低排出型の化学製品の原料などに活用
できる。
現在、日本の大手ガス会社や発電事業者は、日本とオーストラリア
の間にCCSのバリューチェーン構築の実現可能性を検討している。
これには、日本国内で回収したCO2を名古屋港から輸送し、ノーザン
テリトリー北西沖のボナパルト海盆に貯留する構想も含まれている。13 

これが実現すれば、このバリューチェーンは2030年までに稼働する可
能性がある。そうなれば、より広い新技術への移行が進むまでの間、
安定性とエネルギー安全保障を保ちながら、両国間のLNG貿易を脱
炭素化するうえで大きな前進となる。

CCSの実装における主要な技術的課題の一つは、回収プロセスに伴うエネルギーペナルティである。エネルギーペナルティとは、CCS設備の稼働に追加で必要となるエネ
ルギーを指す。現在の炭素回収技術では、発電所の発電出力の20～30％を消費する場合があり、全体の効率低下や発電コストの上昇につながる。

iv 
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水素・アンモニア経済：新たなフロンティア

水素経済の発展は、日本とオーストラリアが協力を深めるうえで重要
な分野であり、長期的なエネルギー安全保障と脱炭素化の両方に役
立つ可能性がある。豊富な再生可能エネルギー資源を持つオーストラ
リアは、クリーン水素の主要輸出国となることを目指している。v一方、
日本は高い技術力を生かして、水素の製造や利用に関する技術開発を
進めている。
オーストラリアでは国家水素戦略においてクリーン水素の生産と輸
出について意欲的な目標を掲げている。例えば、2030年までにアジ
アや欧州の国際パートナーとの自由貿易協定や二国間協定のネットワ
ークを活用し、クリーン水素の輸出拡大を目指している。この目標は野
心的にも思われそうだが、国際エネルギー機関 (IEA) がオーストラリア
は2030年までに世界第2位のクリーン水素純輸出国となり、2050年
には最大の輸出国になると見込んでいることと整合している。14 この動
きを後押しするため、オーストラリア政府はFMIAの枠組みに加え、水
素生産税額控除や Hydrogen Headstart プログラムなど、大規模な
クリーン水素プロジェクトを支える施策を打ち出している。こうした施
策により、2050年までにオーストラリアの水素産業が拡大し、GDPを
500億豪ドル押し上げるとともに、地域で13,000人超の雇用を生み出
し、加えて再生可能エネルギー関連インフラ整備によって13,000人の
雇用創出につながる可能性がある。15 
一方、日本は水素利用技術で世界をリードしている。2023年6月には
水素基本戦略を改定し、さらに2025年2月に閣議決定された第7次エ
ネルギー基本計画とあわせて、輸送、発電、産業工程での水素利用に
ついて意欲的な目標を打ち出した。日本政府は水素を、脱炭素、安定
したエネルギー供給、経済成長を同時に実現し得る重要な産業分野
と位置づけている。16

v 「クリーン水素」とは、一般に、水素の製造過程における炭素排出がごく少ない、または実質的にゼロであることを意味する。この用語には、炭素回収・貯留 (CCS) を伴う
水素と伴わない水素の双方が含まれる。
色による呼称は、水素の環境負荷の程度を示すために用いられる。ただし、これらの用語の使い方は国際的に統一されていない。オーストラリアでは、以下のように整理
されている。
グリーン水素：炭素排出を伴わない水素。再生可能エネルギーおよび化石燃料以外の資源から製造される。
ブルー水素：クリーンではあるがグリーンではない水素。天然ガスから製造されるが、発生した炭素は大気中に放出されず、回収・貯留される。
ブラウン水素：一般にクリーンとはみなされない水素。ガスや褐炭などの化石燃料から製造され、発生した炭素は大気中に放出される。

オーストラリアが掲げる水素関連の主な目標オーストラリアが掲げる水素関連の主な目標

対アジア水素輸出国トップ3入り01

02 2050年までに500億豪ドルのGDP創出

03 2050年までに26,000人分の雇用創出

両国の水素貿易に関する協力は、既に一定の進展を見せている。例え
ば、水素エネルギーサプライチェーン (HESC) の実証事業では、液化
水素をオーストラリアから日本へ運ぶことが技術的に可能であること
が示された。「すいそ ふろんてぃあ」は、ヘイスティングズ港から神戸
港まで、比較的まとまった量の液化水素を運んだ世界初の液化水素
運搬船となった。
もっとも、こうした課題は、オーストラリアがバリューチェーンの上流に
とどまらず、より付加価値の高い分野へ進むきっかけにもなり得る。例
えば、水素そのものを輸出するのではなく、オーストラリア国内で水素
を活用してグリーンスチールを生産する方向に力を入れることも考えら
れる。
アンモニアの生産も、水素に関する技術的な課題を背景に注目され
ている分野の一つである。アンモニアは水素よりエネルギー密度が高
く、貯蔵や輸送も容易である。こうした特徴を踏まえ、日本とオースト
ラリアはアンモニア供給網構築に向けて協力を進めている。現在のオ
ーストラリアでは、エネルギーを多く使う従来型のハーバー・ボッシュ
法によって、水素からアンモニアがつくられている。一方で、研究が進
む中で、再生可能エネルギーを用いた新しいアンモニア製造方法も見
えてきており、両国の協力はその実用化を後押ししている。例えば、日
本のエンジニアリング企業IHIは、オーストラリアと日本の企業によるコ
ンソーシアムと連携し、クイーンズランド州でグリーンアンモニアを生
産し、日本や韓国へ輸出する計画を進めている。17

水素およびアンモニアのバリューチェーンにおける日豪の緊密な協力
は、今後数年で成熟し、エネルギー安全保障とネットゼロ移行の両面
で大きな影響を持つとみられる。
また、近年もう一つ存在感を高めている協力分野が、低炭素液体燃
料 (LCLF) である。LCLFは、農業廃棄物やバイオマスから持続的につ
くることもでき、再生可能水素と回収した二酸化炭素を組み合わせて
製造することもできる。こうした分野でのオーストラリアの強みは、近
年、日本の投資家の関心を集めている。
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重要鉱物：サプライチェーンの確保
重要鉱物は、今の技術や経済、安全保障を支えるうえで欠かせない
資源である傍ら、供給が止まりやすいという課題も抱えている。18現
在、いくつかの重要金属では、クリーンエネルギーへの移行を含むさま
ざまな用途に対して、生産量も供給量も十分とはいえない。さらに、多
くの重要鉱物は限られた国に集中しており、その中には日本やオースト
ラリアと必ずしも価値観を共有しない国も含まれる。このため、重要
鉱物を安全かつ安定して確保することは、地政学の面でも重要な課題
となっている。
幸い、オーストラリアには重要鉱物が豊富にある。オーストラリアは、
スポジュメンとして採掘されるリチウムでは世界最大の生産国であり、
ニッケルでも世界第5位の生産国である。ただし、資源を多く持ってい
る一方で、採掘後の精錬や加工、さらに電池や半導体といった中間製
品の製造まで含めたバリューチェーン全体では、まだ中心的な立場に
あるとはいえない。こうした精錬・加工や中間製品の製造はバリューチ
ェーンの中でも特に重要な部分であり、日本が強みと高い潜在能力を
持つ分野でもある。2010年に日本のレアアース供給が禁輸の影響を
受けて以降、日本は重要鉱物の供給先を少しずつ多様化してきた。そ
の中には、オーストラリアとの連携強化も含まれている。
重要鉱物をめぐる日豪協力は、近年ますます重要になっている。2022
年には、両国が新たな重要鉱物パートナーシップを結び、この協力は
制度としても形になった。この枠組みのもとで、両国は重要鉱物の回
収や加工、さらにそれらの鉱物を使う中間技術の製造における可能性
を探っている。こうした協力は、オーストラリアが重要鉱物のバリュー
チェーンの中でより高い付加価値を担う助けになると同時に、日本の
製造力を強めることにもつながる。例えば、輸出前の鉱物に付加価値
をつけるため、オーストラリア国内で電池前駆体の製造施設を整備す
る共同の取り組みが進められている。オーストラリアでつくられた電池
前駆体は、日本の電池製造の効率を高めるだけでなく、両国がバリュ
ーチェーンの中でより高付加価値な段階へ進むことも後押しする。ま
た、電池バリューチェーンに沿った重要鉱物協力には、リチウムイオン
電池の生産に使う新しいニッケル・ラテライト処理技術の開発なども
含まれている。

オーストラリアの重要鉱物と電池にかかる戦略は、同国が重視する重
要技術の方向性と整合している。日本との緊密な協力も、将来のサプ
ライチェーンを築くという共通の目標に沿うものである。この協力が
もたらす可能性は大きい。足元の供給リスクや特定国への集中リスク
に対応できるだけでなく、両国がクリーンエネルギー移行の中心的な
役割を担うことにもつながり得る。実際、近年は重要鉱物分野での協
力事例も増えている。例えば、高度な製造工程で使われる高純度ア
ルミナを生産するオーストラリアのAlpha HPAは、先端半導体の製造
を支えるため日本の大手電子企業と大規模な供給契約を結んだ。ま
た、双日、エネルギー・金属鉱物資源機構 ( JOGMEC)、そして米Alcoa 
Corporationの豪州子会社であるAlcoa of Australia Limitedは、西
オーストラリア州にあるAlcoaのアルミナ精製所の一つでガリウム生
産の可能性を共同検討している。引き続き、日豪は先端技術を活用し
て脱炭素化をより早く進める方法についても検討していく必要があろ
う。

3.2 インフラ構築
インフラは、経済発展を支える大切な土台である。そのため、重要イン
フラの整備で協力を深めることは、日豪関係を強めるうえで大きな意
味を持つ。日本は、都市インフラを高い品質で整備してきた長年の実
績と経験があり、アジア太平洋のさまざまな国や地域で、インフラの計
画、設計、実施を担ってきた。

重要鉱物に関する共同の研究開発投資としては、以下のようなものが重要鉱物に関する共同の研究開発投資としては、以下のようなものが
挙げられる。挙げられる。

インサイチュ回収法：従来型の採掘ではなく、鉱体から直
接鉱物を抽出する手法であり、環境負荷とコストを抑えられ
る可能性がある。

高度加工技術：鉱物の加工・精製を、より効率よく、環境負
荷を抑えながら行うための技術。

リサイクル技術：使用済み製品から重要鉱物を効率よく回
収し、新たな採掘への依存を減らすための技術。

01

02

03
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近年、日本企業はオーストラリアの州・準州政府および民間企業と連
携し、さまざまな重要インフラ事業に参画している。例えば、丸紅は
ニューサウスウェールズ州政府と連携しシドニー・メトロの延伸を進め
る国際コンソーシアムに参加している。これはゴールドコースト・ライ
トレール事業の全3段階に関わってきた流れの延長にある。また、日立
レールはRio Tintoと協力し長距離の重量貨物輸送向けとして世界初
の完全自動運転鉄道システムを開発した。日本のメガバンクも、こうし
た動きを金融面から支えている。2022年と2023年には、三菱UFJフィ
ナンシャル・グループ (MUFG)、みずほフィナンシャルグループ、三井
住友銀行 (SMBC) が、オーストラリアのプロジェクトファイナンスで主
要なアレンジャーとして上位に入った 。19 
インフラ分野では、今後も日豪が協力を広げられる余地が大きい。日
本のインフラ投資の知見が特に活かされる分野として、次の3つが挙げ
られる。
1. ネットゼロ移行・AI：オーストラリアでは、クリーンエネルギーへ
の取り組みが広がるにつれて、それを支えるインフラの需要も増え
ている。加えて、オーストラリアはアジア太平洋のグリーン・データ
センター拠点として存在感を高めつつあり、日本の投資家にとって
も有望な投資先となっている。

2. 住宅供給：人口が急速に増える中で、住宅を含む都市インフラへ
の負担が高まっている。

3. 災害対応：日本は、洪水対策、早期警戒システム、災害に強い設計
などの分野で高い知見を持っている。オーストラリアでも異常気象
が増える中、日本の経験を生かして、自然災害により強いインフラ
を整える余地がある。

クリーンエネルギー・インフラ 
日本とオーストラリア双方にとって、ネットゼロ実現に向けて必要とな
るインフラ整備は、両国の経済関係をさらに深める大きな機会になっ
ている。特にオーストラリアは、クリーンエネルギー大国を目指してい
ることから、それを支えるインフラへの需要がとりわけ大きい。
水素プロジェクトに逆風が吹く中でも、日本は引き続きオーストラリ
アの水素関連インフラへの投資を続けている。たとえば2025年初め
には、三菱ガス化学、トヨタ自動車、ENEOSが、オーストラリアの天然
水素の探査・開発を手がけるGold Hydrogen Limitedへの投資を発
表した。20また、Rio Tintoと住友商事は、アルミナ精製工程での排出削
減を目指すYarwun Hydrogen Calcination Pilot Demonstration 
Programの一環として、グラッドストンで世界初となる水素プラントの
建設を進めている。これが成功すれば、この技術を世界で本格的に広
げていく道が開かれる。
両国とも、水素をネットゼロ達成の重要な手段と位置づけていること
から、この分野には今後も大きな協力の余地がある。その中で、インフ
ラは欠かせない役割を担う。
日本企業は、オーストラリアの風力や太陽光発電のインフラにも積
極的に投資している。例えば、双日とENEOSは、2023年後半に稼働
したクイーンズランド州のEdenvale太陽光発電所を開発した。21さら
に最近では、INPEXとイタリアのEnel Green Powerの合弁会社である
Potentia Energyが、オーストラリア国内の風力・太陽光発電所への投
資を広げている。22

また、日本企業は、オーストラリアで立ち上がりつつあるバイオ燃料
産業にも投資している。例えば、日本の投資家コンソーシアムは、マメ
科植物の一種であるポンガミアの木から持続可能な航空燃料 (SAF) 

を大量生産できるかを調べるため、クイーンズランド州政府と連携する
予定である。この実証事業には、数百億円規模のインフラ投資が見込
まれている。
AIの普及で増えるエネルギー需要に対応しながら、炭素排出削減も
進めるには、十分なクリーンエネルギー・インフラが欠かせない。豊
富な再生可能エネルギーと比較的安い電力コストを背景に、オースト
ラリアはグリーン・データセンターの拠点として存在感を高めている。
これは、日本の投資家にとっても魅力的な投資機会となっている。
一方で、オーストラリア企業にも、日本で重要インフラの整備を支
えることで、AI需要の高まりを取り込む機会がある。Lendlease、 
AirTrunk、NEXTDC は既に東京、大阪、埼玉の大規模データセンター
に投資している。AirTrunkのTOK2データセンターは、日本でも最大
級の施設の一つになる見通しである。

住宅
オーストラリアでは、住宅を十分に供給することが長年の課題となって
いる。ここ数十年、住宅の増え方が人口の増加に追いついていない。そ
こに、パンデミック後のサプライチェーンの混乱、人手不足、海外から
の移住者の急増が重なり、状況はさらに厳しくなっている。加えて、近
年の金融引き締めは住宅建設業界の負担となっており、倒産件数も過
去最高に達している。このため、住宅供給はさらに鈍るおそれがある。
こうした背景から、住宅の手に入れやすさは大きく低下している。オー
ストラリアの主要都市では、住宅価格の中央値が2002年以降2倍以
上に上昇した。23持ち家率は少しずつ下がり、賃貸住宅に住む人が増え
ている。その結果、賃貸の空室率は非常に低く、家賃の上昇圧力も強
まっている。
これとは対照的に、日本の住宅市場は、人口減に伴い供給が過剰気味
になっている。このため、日本の不動産会社は海外での投資機会を積
極的に探すようになっている。
こうした状況を踏まえると、日本がオーストラリアの不動産分野にさ
らに投資する意義は大きい。実際、日本の対外不動産投資は近年大き
く増えている。日本資本のオーストラリア不動産市場への流入は2023
年に過去最高となり、日本のハウスメーカーやデベロッパーがオース
トラリアのハウスメーカーや不動産企業に相次いで出資した。その結
果、2023年にオーストラリアで着工された住宅の17％を日本資本の
企業が占めた。最近では、グローバルな不動産の知見を持つ住友林業
が、オーストラリア最大の住宅建設会社Metriconの過半数株式を取
得し、日本資本がオーストラリアの住宅供給拡大に果たす役割の大き
さを示している。これにより、日本資本の企業が住宅着工全体に占め
る割合はさらに高まっている。
また、日本では、計画規制への関与が比較的少なく、Build-to-
Rent (民間賃貸用集合住宅) の開発も一般的である。こうした手法
は、オーストラリアにとって参考になり得る。日本のデベロッパーは既
に、自らの知見をオーストラリア市場に持ち込む動きを進めている。例
えば、積水ハウスとFrasers PropertyによるシドニーのOne Central 
Parkや、大和ハウス工業とLendleaseによるMelbourne Quarterで
の6.5億豪ドル規模の計画は、その代表例である。
実績と革新を併せ備えた日本の不動産デベロッパーは、オースト
ラリアの住宅市場を立て直すうえで重要な役割を果たし得る。これ
は、2028～29年までに120万戸の新規住宅供給を目指すオーストラリ
アの意欲的な目標を支えることにもつながる。先端技術活用という点
では、例えばAIは衛星画像の分析や土地利用計画の高度化などに活
用できる。
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3.3 防衛・安全保障
協力深化に向けた道筋

日本とオーストラリアは、経済面でも安全保障面でも、共通の同盟
国である米国と強い関係を築いている。日豪と米国の協力の土台に
あるのは、ルールに基づく国際秩序を守り、インド太平洋地域の安定、
平和、繁栄を支えることによる共通の利益である。一方で、この3ヵ国
はいま、インド太平洋で自国の利益と必ずしも一致しない動きを見せ
る新たな地域大国の台頭に直面している。力関係の変化を受けて、日
本とオーストラリアは、お互いの連携をさらに深めるとともに、域内の
同志国との防衛・安全保障協力も強めていく必要がある。
近年あらためて確認された日豪の特別な戦略的パートナーシップは、
防衛・安全保障が今後も重要なテーマであり続けることを示してい
る。2022年に署名された安全保障協力に関する共同宣言 ( JDSC)と相
互アクセス協定 (RAA)は、日本とオーストラリアが、米国との同盟に次
ぐ緊密な安全保障関係を築く基盤を整えた。これらの枠組みにより、
共同演習の拡大やサイバー防衛の強化を含む幅広い分野で、両国の
協力が進められている。また、AIと量子コンピューティングを組み合わ
せることで、機密情報をいったん盗み出して保存し、将来より高度な技
術で解読する「harvest now, decrypt later」型のサイバー攻撃に対

する備えを強めることも期待されている。さらに、日本とオーストラリ
アは、インド太平洋経済枠組み (IPEF)、東アジア首脳会議、Quadなど
の多国間の枠組みにも積極的に関わっており、二国間関係を超えて戦
略的な影響力を発揮している。

防衛と宇宙
多国間の枠組みを離れて見ても、日本とオーストラリアはいずれも、
地域の防衛・安全保障上の課題に対応するため、防衛費を増額して
いる。岸田元首相は、「第二次世界大戦終結以降で最も厳しく複雑な
安全保障環境」と位置づけ、2024年度に前年度比16.5％プラスとな
る7.9兆円 (800億豪ドル) の防衛予算を決めた。この予算は、防衛費を
2027年度までの5年間で大きく増やし、多くの西側諸国が目安とする
GDP比2％に近付ける防衛力整備計画の一環である。24

同様に、オーストラリア政府も2024-25年度連邦予算で、防衛費を
今後10年でほぼ2倍にし、2033-34年度までに年間1,000億豪ドル 
(GDPの2.3％超) に引き上げる計画を示した。25こうした予算拡大は、
防衛装備の生産・調達を増やすことに加え、新しい防衛拠点の整備
や、防衛分野での技術開発・イノベーションを進めることを目的として
いる。

豪州の防衛予算（2021–22～2027–28年度）は2024–25年度予算の将来見通しに基づく。2027–28～2032–33年度は、豪国防省が2024年5月に示した2033–34年度
GDP比2.3％の水準に合うよう補完推計した。日本の将来防衛支出も同様に推計した。

vi

20342030

図3.1: 日豪の防衛予算（対GDP比）vi

出典：Our World in Data, Australian federal budget 2024-25, Japan Ministry of Defense, Deloitte Access Economics
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日豪両政府が防衛を重視していることは、日本とオーストラリアが連
携を深める大きな機会になっている。例えば、オーストラリアは汎用
フリゲート艦導入計画で日本のもがみ型フリゲートを選定した。26こ
れは、両国の防衛・安全保障協力をさらに深める動きであるだけでな
く、先端製造や技術共有といった分野での新たな協力にもつながる。
日本がこれまで現代的な主要兵器システムを他国に輸出した例がな
かったことを踏まえると、この案件の意味は特に大きい。こうした長期
契約は、より広い戦略的パートナーシップに向けた両国の強い意思を
示すものでもある。
日本はまた、豪州と米国の間で行われる最大規模の二国間訓練であ
るTalisman Sabre演習に、これまでで最も多くの要員を派遣するな
ど、オーストラリアとの防衛協力を広げてきた。さらに、2025年9月に
はオーストラリアの国防相と外相が日本を訪れ、第12回日豪外務・防
衛閣僚協議に出席したことで、協力は一段と深まった。今後、日本がオ
ーストラリア、英国、米国によるAUKUSに加わることになれば、防衛
分野での連携はさらに広がる可能性がある。
日本とオーストラリアが協力を深められる分野は、地上だけにとどまら
ない。2020年7月には、日本の宇宙航空研究開発機構 (JAXA) とオー
ストラリア宇宙庁 (ASA) が、宇宙利用に関する協力覚書を締結した。
この合意では、宇宙技術、宇宙科学、宇宙探査など幅広い分野での協
力が重視されている。さらに、2022年の日豪首脳会談では、2026年
に打ち上げ予定の日本の火星衛星探査計画 (MMX) のカプセル着陸
候補地として、オーストラリアを支持する方向が確認された。これらは
1996年のウーメラでの日本の自動着陸飛行実験、2002年のオースト
ラリアのFedSat打ち上げ、2010年のはやぶさ1号帰還、2020年のは
やぶさ2号帰還など、20年以上続いてきた日豪の宇宙協力の積み重ね
の上に成り立っている。
日本の宇宙技術は、既にオーストラリアの暮らしの中でも幅広く使われ
ている。オーストラリアの企業や個人は、金融取引、天気予報、GPSナ
ビゲーション、テレビ放送、家族との通信などで、日本が開発した衛星
や技術を利用している。こうした協力は今後も続くとみられる。実際、
オーストラリア気象局と日本の気象庁は、衛星気象分野での長年の連
携をさらに深めるため、新たな戦略的関係にかかる取り決めにも署名
している。近年の宇宙技術の進歩は、宇宙空間そのものを新たな経済
活動の場へと変えつつあり、日本とオーストラリアにさらなる協力の機
会をもたらしている。

3.4 サプライチェーン強靭化

グローバル化は、アジア太平洋地域の発展を支える大きな力となって
きた。各国がそれぞれの強みを生かし、得意な分野に力を集中できる
ようになったからである。その結果、効率が高く、互いに結びついたグ
ローバルなサプライチェーンが築かれてきた。
ここ数十年のサプライチェーンは、強靭性よりも効率性が重視されて
きた。そのため、特定の製品をつくる機能が一部の国や地域に集中す
るようになった。しかし近年は、COVID-19の流行、各地の紛争、貿易
摩擦の高まりによって、こうした仕組みの脆弱性や、生産の集中に伴う
リスクを露呈させたことで、このモデルに対する不安を呼んでいる。グ
ローバル化を取り巻く状況の変化は、アジア太平洋地域だけでなく、
世界経済全体にも大きな影響を与えている。加えて、サプライチェーン
の混乱は、今や経済安全保障や国家安全保障の問題でもある。供給
網のリスクが高まる中で、各国は経済安全保障への対応を強めている
が、本当に強いサプライチェーンをつくるには、価値観を共有する国同
士の協力が欠かせない。
サプライチェーン強靭化を考えるうえでは、どこから輸入し、どこに輸
出しているかを見ることも重要である。日本とオーストラリアはどちら
も、世界の二大経済大国への依存度が高い。両国とも、国内の最終需
要に含まれる海外由来の付加価値の約4分の1は中国に由来しており、
米中を合わせると40%にも上る (図3.2参照)。
さらに、両国の国内バリューチェーンは、米国と中国からの最終需要
にも大きく支えられている (図3.3参照)。2022年になると、オーストラ
リアの付加価値に対する海外最終需要の35％が中国と米国 (うち中
国分26%) によるものであった。日本でも同様に、付加価値に対する
海外最終需要の40％が米中2ヵ国(うち中国分19％) によるものとなっ
ている。こうした大きな依存は、主要国の間で貿易摩擦が続く今、日本
とオーストラリアにとって大きなリスクになり得る。しかも、その影響は
他の国々にも広がる可能性がある。供給先や需要先が一部に偏ってい
ると、パンデミックや紛争のような大きな混乱が起きたときの影響も
一層増大する可能性が高い。このリスクに対応するためにも、日本とオ
ーストラリアがレジリエンス向上にあたって協力する意義は大きく、その
中心の一つがサプライチェーンである。エネルギーと資源の供給国とし
て実績を持つオーストラリアは、日本にとって信頼できる相手であり、
そのことは、オーストラリアの付加価値に対する海外最終需要の16％
を日本が占めていることにも表れている。
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図3.2: 国内最終需要に占める海外付加価値の比率、2020年

出典：OECD Trade in Value Added (TiVA) database

図3.3: 国内付加価値に対する海外最終需要の比率、2020年

出典：OECD Trade in Value Added (TiVA) database
注：OECD TiVA データの最新年は2020年である
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当社の分析では、グローバル・サプライチェーンの弱さに対応し、その
強靭性を高めるために、政府と企業が取り得る手段はいくつかあるこ
とが明らかになった。具体的には、調達先の多様化、信頼できる近し
いパートナーとの「フレンドショアリング」、そしてサプライチェーン管
理への先端技術の導入である。27こうした取り組みとしては、東南アジ
ア諸国連合 (ASEAN) との関係強化、日本とオーストラリアの間、また

他の同志国との貿易連携の強化、高度なサプライチェーン技術の活用
などが挙げられる。当社は、この分野における日豪協力の余地は大き
いと考える。こうした連携は、二国間関係を強めるだけでなく、日豪の
成功したパートナーシップの効果を、より広い地域や国際的な協力へ
と広げていくことにもつながる。

China 19%
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学生
2022年時点で、オーストラリアは日本人留学生にとって3番目に人
気の高い留学先であり、上位はカナダと米国であった。海外留学を
選ぶ日本人学生のほぼ半数はカナダ（23%）または米国（22%）を
選び、17%がオーストラリアを選んだ。28しかし、オーストラリアを選
ぶ日本人学生の割合は高い一方で、実際にオーストラリアで学ぶ日
本人学生数は2025年8月時点で約10,500人と相対的に少ない。29

日本は現在、オーストラリアに留学する国際学生の供給元として18位
であり、日豪関係の長い歴史を踏まえると低い順位である。この順位
も低下傾向にあり、日本はかつてオーストラリアに留学する国際学生
の供給元として5位または6位であった。30加えて、オーストラリアで
学ぶ日本人学生の多くは短期滞在にとどまっている。その約90%は
1年未満の滞在であり、多くが学部レベルの交換留学生である。31こ
れは、過去10年で日豪両政府が教育分野を含めてかつてない水準で
パートナーシップを築いてきたことを考えれば対照的である。Quad 
Fellowship for STEM や Quad Infrastructure Fellowships のよ
うなプログラムは、教育と知識交流が価値観を共有する国々の戦略的
関与における重要な要素であることを示している。
留学生の交流は、日本とオーストラリアが人的つながりを強めるうえ
で大きな可能性を持っている。海外留学する日本人学生の数は2021
年の落ち込みから回復しつつあるが、それでもパンデミック前の約22
万人の半分未満である。日本は2033年までに海外留学生を50万人に
増やすことを目指しており、これは2019年の2倍を超える規模である。
これはオーストラリアにとって、日本人留学生の受け入れをさらに増や
し、より長く滞在してもらう好機でもある。オーストラリアは、既に日本
人留学生の主要な受け入れ先であるという強みを生かし、将来の留学
先としての魅力をより積極的に発信できる。日本と米国には、Japan-
America Student Conference や カケハシ・プロジェクトのように、
米国留学を後押しするプログラムがある。オーストラリアも同様の取り
組みを新たに設けるか、新コロンボ計画のような既存制度を活用し、
大学の高い国際評価を生かして留学先としての魅力を示していくべき
である。
さらに、日本の若者がワーキングホリデービザでオーストラリアに来
る流れにも、大きな可能性がある。オーストラリア政府は、2024年6
月までの12ヵ月で、日本国籍者に17,000件を超えるワーキングホリデ
ービザを発給しており、これは過去最多である。この数は、オーストラ
リアで学ぶ日本人学生数を上回っている。比較的強い豪ドルと高い賃
金水準が、大きな引力になっている。ただし、この流れを人的交流の
強化につなげるには、なお改善の余地がある。たとえば、発給件数は
過去最多であるにもかかわらず、多くの日本人の若者は、特に言葉の壁
を理由に、オーストラリアで仕事を見つけにくいと感じている。また、
日本にもオーストラリア人向けの同様の制度があるが、2023年に日本
政府がオーストラリア国籍者へ発給した同種のビザは、その10分の1に
とどまった。

サプライチェーン再構築の難しさ
既存のサプライチェーンを多様化し強くしていくことは簡単ではない。
強靭性を高めることには大きな意味がある一方で、その過程では多く
の課題にも向き合う必要がある。まず、グローバル・サプライチェーン
は非常に複雑で、全体のつながりを把握するだけでも大きな手間がか
かる。そのため、どこに弱い部分があるのかを見極めるのは容易では
ない。さらに、サプライチェーンの一部を国内に戻すと、別の部分に思
わぬ影響が及ぶ可能性もある。
サプライチェーンの強靭性構築には、ある程度の効率性低下というコ
ストも伴う可能性が高い。世界的な生産拠点は、特定財を最も効率的
に生産できるからこそ存在している。そのため、供給網の多様化や拠
点移転は、企業にとって効率低下やコストの上昇につながるおそれが
ある。2023年、国際通貨基金 (IMF) は、国際的な貿易制限が長期的
に世界経済の産出を最大7.0%押し下げる可能性があると指摘した。そ
の後、貿易制限はさらに大きく増加しているため、影響は一段と大きく
なる可能性がある。戦略面でも注意が必要である。サプライチェーン
の相手先を変えることが地政学的な動きと受け止められれば、関係の
悪化や緊張の高まりを招き、外交や通商に悪影響を及ぼす可能性があ
る。このため、サプライチェーンの強靭化は重要である一方で、供給網
全体に広がるリスクと、再構築によって思わぬ結果が生じる可能性の
両方を丁寧に見極めながら、バランスよく進めていくことが求められ
る。

3.5 人的交流

政治的なつながりから学生同士のネットワークまで、さまざまなレベル
で人と人との交流を深めることは、本章で示した機会を日本とオースト
ラリアが実際の協力につなげていくうえで欠かせない。こうした人的
交流は、二国間関係に親しみや信頼をもたらすものであり、分断が進
む世界ではとりわけ大きな価値を持つ。オーストラリアは、日本との
人的なつながりを比較的強く持っている。例えば、オーストラリアか
ら日本への観光客が大きく増えていることや、人口比で見ても日本語
を学ぶ人が多いことが、その表れである。もっとも、この関係の力を
十分に引き出すには、なお一段の取り組みが必要である。新コロンボ
計画やJETプログラム、また三井財団が支えるような長期の教育プロ
グラムは、これまで大きな成果を拳げてきた。ただ、今後は政府や企
業が、特に日豪関係に焦点を当てた新たなプログラムについても検討
していく余地がある。



40

日本とオーストラリアのこれから  | 絆がもたらす経済安全保障

二国間の留学促進について日本政府にも取り組みの余地がある。現
在、オーストラリアは日本の奨学金制度では第二層の国とされており、
その結果、オーストラリア留学を選ぶ学生への奨学金支給額は低くな
っている。31また、オーストラリアの都市は、より高い奨学金支給対象
となる14の「特別都市」に含まれていない。一方で、海外留学するオー
ストラリア人学生のうち、日本を選ぶ割合は依然として小さい。国際
学習経験を持つオーストラリア人学生の48%がアジアを選んだ一方、
日本を選んだのは4%にすぎなかった。32これは、日本政府が留学生の
受け入れ拡大を目指していることを踏まえると、大きな伸びしろがある
ことを示している。日本政府は、より積極的な募集に加え、言語支援
やキャリア移行支援を充実させることで、2027年までに留学生受け入
れを回復させる方針を打ち出している。33実際、コロナ禍後の国境再
開後は留学生数も回復しており、2023年の日本の留学生数は前年比
20.8％増の279,000人となった。34この機会を生かすには、日本とオ
ーストラリアの双方が、オーストラリア人学生にとって日本が魅力的な
留学先であることを、より積極的に発信していく必要がある。その際に
は、両国が持つ550の姉妹校提携と650を超える大学間提携を活用す
ることができる。35

観光
観光は、人と人とのつながりを深めるうえで大切な役割を果たしてお
り、日豪関係を今後も育てていくうえで欠かせない。しかし最近は、
観光の流れがやや一方向になりつつある。日本を訪れるオーストラリ
ア人は増えている一方で、オーストラリアを訪れる日本人は減少傾向に
ある。
2024年には、約100万人と過去最多のオーストラリア人が日本を訪れ
た。36この数は、ここ数十年にわたって着実に増えてきた。一方、2024
年にオーストラリアを訪れた日本人旅行者は約45万人で、1990年代後
半に記録した約80万人のピークを下回っている。37為替や物価の影響
があるのは確かだが、日本人旅行者をオーストラリアに呼び戻すため
にできることは、まだ多く残されている。
日本からの観光客数は、2011年から2019年にかけてゆるやかに回
復していたが、その流れをもう一度強めるには、重点的な取り組み
が役立つ可能性がある。その一つが、日本人旅行者への支援を手厚
くすることである。言語は、観光において魅力にもなれば課題にもな
る。多くの日本人旅行者は、英語圏への旅行を英語を実際に使う機会
と捉えている一方で、日本語で観光情報や商品情報を得られることも
求めている。32また、日本語を話せるツアーガイドやホテルスタッフが
歓迎される場合も多い。しかし、オーストラリアでは日本語に対応でき
る人材が不足している。特に、パンデミック前にワーキングホリデーで
オーストラリアに滞在していた多くの日本人が帰国したことが、その背
景にある。
観光の伸びを支えるためには、オーストラリア政府が適切な言語サ
ービスの整備に力を入れることが重要である。そうした取り組みは、
観光を通じた人と人との交流を深めることにもつながる。また、日本人
旅行者の文化的なニーズに関する研修を行い、対日観光の強化を支え
るTourism AustraliaのJapan Hostプログラムのような取り組みを、
引き続き発展させていくこともできる。38さらに、日本人にとって魅力
が高まっているワーキングホリデービザを積極的に訴求することも、
観光や人的交流の拡大につながり得る。
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図3.4: オーストラリアへの移民全体に占める日本出身者の割合

出典：Australian Bureau of Statistics
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技能移民
日本に住む外国人は、全人口の約2％にとどまっている。もっとも、人
口減少や人手不足が進む中で、日本の企業や地域社会は、これまで
以上に外国人労働者を受け入れる必要に迫られている。2024年、日
本の外国人労働者数は過去最高の230万人に達し、前年比12.4%増
となった。39国際協力機構 ( JICA) は、日本が人口減少に対応するため
2040年までに674万人の外国人労働者が必要になると見ている。40こ
うした動きを後押ししているのが、外国人労働者がより長く日本で働
けるようにする制度改正である。新しい制度では、一定の条件の下で
同じ業種の中で転職できるようになり、これまで職場を変えにくかっ
た技能実習制度に代わる仕組みとなっている。41

外国人労働者の受け入れに対する日本の姿勢の変化は、オーストラ
リアにとって人的交流を深める大きな機会となっている。両国の間で
働く人の行き来が増えれば、経済的な結びつきが強まるだけでなく、
文化的な交流も広がる。もっとも、現時点ではオーストラリアから日本
への移住はまだ多くなく、オーストラリアは日本への主な移民流入国の
上位10ヵ国にも入っていない。42オーストラリア人の対日移住を増やす
には、日本が国内の雇用機会をより積極的に発信し、必要とされるス
キルとオーストラリア側の強みを結びつけて示すことが有効である。そ
のためには、オーストラリアの大学や企業と連携し、バイリンガルのキ
ャリアフェアや、日本企業によるオーストラリア人学生向けインターン
シップなどを進めることが考えられる。あわせて、オーストラリア側で
も、自国民向けの言語・文化支援を充実させ、日本語を学ぶ機会を広
げていくことができる。

日本人のオーストラリア移住にも、なお拡大の余地がある。オースト
ラリアには一定数の日本人駐在員がいるものの、日本生まれの居住
者の増え方は、アジアの他の地域から来た人々に比べると緩やかであ
る。43一方で、日本からの技能移民は、オーストラリアのさまざまな重
要産業で起きている人手不足を補う力になり得る。Jobs and Skills 
Australia の分析によれば、2023年に調べた916の職種のうち36％
が全国的な人手不足にあり、これは2022年より5ポイント高い水準で
あった。44人手不足は情報通信技術や科学分野にも及んでおり、これ
らは日本が強みを持つ分野でもある。
また、移住者を通じたつながりは、今の日豪関係の深さを十分に反
映しているとはいえず、さらに強める余地がある。オーストラリアで一
時・永住ビザを持つ人の中で、日本国籍者の割合はごく小さい。逆に見
ても、日本に住むオーストラリア人13,200人は、日本の外国人居住者
全体の中ではわずかな割合にとどまっている。こうした人のつながり
が広がれば、その効果は大きく、双方にとって利益につながる。移住を
通じた結びつきを強めることで、日本とオーストラリアは、既に強い経
済・文化関係を、より安定的で幅広いパートナーシップへと発展させる
ことができる。
この関係をさらに深めるため、オーストラリアに進出している日本企業
は、現地で学ぶ日本人学生にインターンシップや就業体験の機会を一
層提供する余地があろう。また、日本の若手専門職に向けてビジネス
英語講座や交流プログラムを広げることも、スキル向上と文化交流の
双方にプラスである。
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二国間関係を超えて

日本とオーストラリアの強固な二国間関係は決して当たり前のものではない。この関係は、なお乗り越えるべき課題を日本とオーストラリアの強固な二国間関係は決して当たり前のものではない。この関係は、なお乗り越えるべき課題を
抱えており、今後も丁寧に育んでいく必要があるものである。抱えており、今後も丁寧に育んでいく必要があるものである。

両国の強い経済パートナーシップは、インド太平洋地域の安定を支える重要な力にもなり得る。本章では、日本とオー両国の強い経済パートナーシップは、インド太平洋地域の安定を支える重要な力にもなり得る。本章では、日本とオー
ストラリアが地域に貢献している主な分野として、次の4つを取り上げる。これらの分野で協力を続けていくことは、地ストラリアが地域に貢献している主な分野として、次の4つを取り上げる。これらの分野で協力を続けていくことは、地
域にとっても、今後の日豪パートナーシップにとっても大きな意味を持つ。域にとっても、今後の日豪パートナーシップにとっても大きな意味を持つ。

  	 脱炭素化脱炭素化

  	 インフラ構築インフラ構築

  	 防衛・安全保障防衛・安全保障

  	 サプライチェーン強靭化サプライチェーン強靭化

4
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4.1 二国間関係における現在の課題 

現在も、日本とオーストラリアの二国間関係にはいくつかの課題があ
る。ここでは、その主なものとして、エネルギー貿易、オーストラリアと
の取引や投資のしやすさ、日本企業への外国投資家のアクセスのしや
すさなどを取り上げる。

また、こうした分野全てに共通する課題として専門人材の不足も続い
ている。日豪の経済関係は強いものの、両国のビジネス環境や制度を
またいで活躍できる人材は、まだ十分とはいえない。学生や研究者の
交流は比較的進んでいる一方で、エネルギー、AI、物流、量子コンピュ
ーティングなどの分野では、バイリンガルまたはバイカルチュラルな専
門人材が限られているのが実情である。

このことは、企業や政府が、両国をまたぐ形で一体的な解決策や協力
関係を築くうえで制約になっている。背景には、学術面でのつながり
の不足、インターンシップ機会の少なさ、言語の壁などがある。こうし
た課題に対応し、二つの文化をまたいで活躍できる人材を育てていく
ことができれば、日豪の経済レジリエンスはさらに高まる可能性があ
る。

エネルギー貿易
近年の日豪エネルギー貿易で大きな懸念となってきたのが、オースト
ラリアの国内ガス安全保障メカニズム、いわゆる「ガストリガー」で
ある。この制度は、国内でガスが不足するのを防ぐため、契約で決まっ
ている分を超えるガス輸出を制限できる仕組みとして、2017年に導入
された。日本は、オーストラリアのLNG分野における最大かつ信頼度
の高い投資国であり、日本経済もオーストラリアからのLNG供給に大
きく依存している。そのため、オーストラリアからのLNG供給が止まる
可能性は、日本にとって大きな懸念である。こうした不安は、2022年
末から2023年初めにかけて一段と強まった。制度改定により、オース
トラリア政府がガストリガーの発動を年1回ではなく四半期ごとに検
討できるようになったためである。実際には、この制度は2017年の導
入以来、一度も発動されていない。ただし、ウクライナ戦争やパンデミ
ック後の世界的なインフレの影響で、エネルギー価格、とりわけ天然
ガス価格には強い上昇圧力がかかった。オーストラリア国内でも天然
ガス価格が一時2倍、さらに4倍にまで上昇し、ガストリガーの発動を
求める声が高まった。こうした国内需要と、長期にわたる国際的な供
給責任との間の緊張は、日豪関係にも一定の負荷を与えてきた。

オーストラリアとの取引・投資のしやすさ
オーストラリアの貿易や投資の制度が分かりにくいことも課題として
挙げられる。オーストラリアの越境取引は、現在32の政府機関が所管
しており、145の情報通信システムと200を超える規制の枠組みが関
わっている。オーストラリアは、事業のしやすさ全体では比較的高く評
価されているものの、国境をまたぐ取引のしやすさでは評価が芳しく
ない。世界銀行も、この分野では輸出入にかかる時間と費用をもとに
各国を比較・評価している。また、オーストラリアへの投資を考える企
業は、連邦政府だけでなく、州政府や地方政府にまたがる複雑な規制
にも対応しなければならないことが多い。手続きが分かれていて窓口
も複数あるため、投資家にとって分かりにくく、煩雑になりやすい。こう
したことから、オーストラリアにおける越境取引や投資の手続きを簡素
にすることは、日豪関係をさらに強めることにおいても重要な課題で
ある。

日本におけるコーポレートガバナンス
日本にも、二国間関係をさらに強めるために取り組むべき課題があ
る。例えば、コーポレートガバナンス改革は今後も進めていく余地が
ある。特に、価値観を共有する同志国の資本が日本への投資により参
加しやすくするための制度づくりを進めることが考えられる。

これまで、M&Aを通じて日本で事業拡大を目指す外国企業は、オース
トラリア企業を含め、長年にわたってさまざまな壁に直面してきた。も
し日本が、貿易が容易で、企業業績が良好な、より開かれた市場にな
れば、不動産、金融サービス、技術など幅広い分野で、オーストラリア
企業が日本企業の価値向上に関わる機会が広がる可能性がある。ま
た、日本で株主価値をこれまで以上に重視する動きが強まっているこ
とは、世界の金融市場の期待にも合致しており、海外投資家にとって
の魅力を高めている。企業買収や経営参画をしやすい市場を育てるこ
とは、日本にとってプラスになるだけでなく、オーストラリアのような信
頼できるパートナーとの関係強化にも資する可能性が高い。

4.2 二国間課題への対応策

日豪関係を支えてきた忍耐強さ、粘り強い姿勢、そして先を見通す力
は、今ある課題を乗り越えるうえでとても重要である。実際、これまで
挙げてきた課題に対応するため、近年はいくつかの取り組みが進めら
れてきた。以下で述べる動きは、既存の日豪関係をさらに強めていこう
とする、双方の強い意思を示している。

長期的な計画、開かれた対話、ネットゼロへのコミットメント
オーストラリア政府がLNG市場に介入するのではないかという懸念
は、2024年初めに公表されたFuture Gas Strategyによって、ある程
度和らいだ。この戦略では、天然ガスを2050年以降も移行期を支え
る燃料として位置づけており、脱炭素化を進めながらも、オーストラリ
アが日本にとって信頼できる天然ガス供給国であり続ける姿勢を改め
て示している。

もっとも、ネットゼロに向かう過程では、今後も摩擦が生じる可能性が
ある。例えば、オーストラリア東海岸では2028年以降、天然ガスが不
足する見通しであり、将来は国内供給を守るためにガス輸出の制限が
再び議論される可能性がある。国内向けと、日本のような海外の重要
なパートナー向けの双方でエネルギー安全保障を保ちながら、同時
に排出削減も進めるには、両国が率直な対話を続けることが重要に
なる。

Future Gas Strategyのような長期方針は、日豪の双方にとって
プラスになると考えられる。一方で再生可能エネルギーのインフラ
整備や生産への投資は、さらなる加速が求められる。これこそが、現
在のエネルギー貿易をめぐる課題に対応するうえで、日本とオーストラ
リアが取るべき長期的な方向性といえる。日本は既に、オーストラリア
の再生可能エネルギーや重要鉱物分野に大きな投資を行っている。
オーストラリアのCritical Minerals StrategyやNational Hydrogen 
Strategyといった政策も、投資家に今後の方向性を示している。さら
に、最近の外国投資制度の見直しによって、日本のような価値観を共
有する国の投資家には十分な機会が開かれている。グリーンエネルギ
ーへの投資を加速することは欠かせない。脱炭素化を進めるうえで
は、エネルギー安全保障も引き続き重要だが、排出削減を遅らせるこ
との影響の方が、より大きくなる可能性が高い。
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オーストラリアにおける簡素化された貿易・投資制度
オーストラリアでも、複雑な越境取引の仕組みをわかりやすくし、企
業の負担を減らすための取り組みが進められてきた。その一つとし
て、Austradeの中にSimplified Trade System Unitが設けられ、越
境貿易改革に関する助言を一元的に行っている。また、オーストラリア
への投資をしやすくするため、変革性の高い大型案件を持つ投資家向
けに、新たなInvestor Front Doorも導入されている。これはFMIAパ
ッケージの一部で、現在は試行段階にある。大規模案件を進める投資
家にとっての一元的な窓口として機能し、オーストラリア政府とのやり
取りをまとめることで、承認手続きを進めやすくすることが期待されて
いる。

日本における株主価値重視の高まり
日本でも、企業経営をより効率的にするための重要な取り組みが進め
られてきた。継続中のコーポレートガバナンス改革には、2023年に公
表された企業買収に関する新たな指針も含まれており、仮に自社が望
まない場合であったとしても正当な買収提案にはどう向き合うべきか
などが示されている。また、中小規模の事業者が多すぎるのではない
かという問題意識を背景に、企業再編の必要性や、株主利益への関心
も高まっている。
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4.3 インド太平洋地域への拡大
日本とオーストラリアの協力関係は、二国間の枠を超えて、さらに広が
っていく可能性を持っている。とりわけ両国は、インド太平洋の中に位
置し、「インド太平洋」の概念形成にあたっても米国とともに大きな役
割を果たしてきた。
オーストラリアでは、既に1976年の時点で、自国が経済的・政治的に
つながる地域を表す言葉として「インド太平洋」が使われていた。た
だ、この言葉が広く知られるようになったのは、2007年に安倍晋三元
首相がインド国会で行った「二つの海の交わり」と題する演説がきっか
けである。45

インド太平洋地域には、世界の人口の半分以上が暮らしている。高い
成長を続ける経済が集まり、世界貿易の約6割を占めるほか、世界でも
特に混雑する港湾の多くがこの地域にある。さらに、世界有数の軍事
力を持つ国が7ヵ国含まれている点も、この地域の重要性を物語ってい
る。46

2030年ごろには、インド太平洋地域が世界の経済生産の半分以上、
食料消費の半分以上、そしてエネルギー消費の4割を占めるようになる
と見込まれている。インド、インドネシア、韓国のように、共通の価値観
を持つ民主主義国も多い。こうした国々にとって、日本やオーストラリ
アとの連携を深めることは、変化の大きい国際環境を乗り切るうえで
大きな意味を持つ。
また、日本、オーストラリア、そして第三国を交えた戦略的な協力は、
既に電気通信やレアアースなどの重要分野で形になり始めている。
例えば、オーストラリア、日本、米国3ヵ国の支援を受けて行われた
TelstraによるDigicel Pacificの買収は、太平洋地域で強いインフラを
支えていくという共通の意思を示す事例である。日本が長年支援して
きたLynas Rare Earthsもその一例だ。同社は西オーストラリアで採
掘のうえマレーシアで加工を行っており、高度な製造業やクリーンエネ
ルギー技術に欠かせないレアアースの供給先を多様化するうえで重要
な役割を果たしている。
この地域が成長を続けるなかで、新たな課題もさまざまな分野で表れ
てくるだろう。日本とオーストラリアは、そうした課題のいくつかに既に
対応し始めている。今後は、エネルギー安全保障、持続可能なインフ
ラ、防衛・安全保障、そしてサプライチェーンの強靭化といったテーマ
に沿って、両国がどのように貢献を深めていけるかが重要になる。より
環境にやさしく、豊かで、安全なインド太平洋の実現は、両国にとって
大きな利益となるため、その取り組みをさらに強めていくことが求めら
れる。各々の点について、以下概説する。

エネルギー安全保障

日本とオーストラリアのエネルギー協力は、インド太平洋におけるエネ
ルギー安全保障の一つのモデルといえる。両国は、多国間の会議や地
域の枠組みを通じて、透明性が高く市場メカニズムを尊重したエネル
ギー貿易や投資を進めており、責任ある連携の好例となっている。実
際、日本とオーストラリアは、東アジア首脳会議 (EAS) やASEAN+3な
ど、地域のエネルギー協力の枠組みにも積極的に参加している。

主要な示唆：経済成長を維持しながらも着実に脱炭素化を進
めることは、インド太平洋の国々にとって引き続き大きな課題で
ある。日豪は、地域のエネルギー安全保障を支えると同時に、再
生可能エネルギーの発電や蓄電に関する技術や知見を活用する
ことで、この点に貢献できる。

既に、オーストラリア、日本、そしてインド太平洋の国々の間では、エネ
ルギー供給を通じた深いつながりがある。例えば、日本のエネルギー
企業が購入したオーストラリア産LNGの一部は、その後フィリピン、
ベトナム、インドなどへ再販売されている。こうした取引は、日本国内
の需要が落ち着いている時期でも、日本によるオーストラリア産LNG
の需要を支え、日本の地域的な存在感を高めることにもつながってい
る。
また、日豪のエネルギー協力は、インド太平洋の脱炭素化を進めるう
えでも重要な役割を果たし得る。その中心の一つが、アジア・ゼロエ
ミッション共同体 (AZEC) である。AZECは、日本とオーストラリア
が地域のエネルギー移行を後押しするための有力な枠組みとなってい
る。AZECにおいて重視されているのは次の二つのポイントだ。
A. イノベーションを通じて経済成長と強靱性強化を支えること
B. 地域の国々が置かれた状況の違いを踏まえ、それぞれに合った形
でカーボンニュートラルを目指すこと

日豪は、AZECをはじめとするさまざまな枠組みを活用しながら、より
クリーンなエネルギーへの移行を進めつつ、成長を続けるインド太平
洋のエネルギー安全保障を支えていくべきであろう。例えば、最近始
まった日豪間のCCSバリューチェーンに関する共同研究は、その可能
性を示す好例である。オーストラリアのCCSに対しては、既にインド太
平洋の一部の国や地域が強い関心を示しており、こうした取り組みは
将来、地域全体へ広がっていく可能性がある。47

インフラ構築

日本とオーストラリアは、既にインド太平洋のインフラ整備に向けた
取り組みに携わっている。例えば2018年、両国は米国とともに、地域
におけるインフラ投資を後押しするため三国間インフラ・パートナーシ
ップ (TIP) を立ち上げた。50これまでの進み方は必ずしも速くはなかっ
たが、最近はこの枠組みへの期待が高まっている。2022年には新た
な覚書が締結・公表され、インド太平洋におけるインフラ構築へのコミ
ットメントが改めて確認された。

また2019年には、日本、オーストラリア、米国がBlue Dot Networkを
立ち上げた。これは、途上国がインフラ投資を進める際に使える国際
的な認証の仕組みを目指すものである。こうした認証があれば、民間
の資金を呼び込みやすくなり、質が高く持続可能なインフラを広げる
後押しにもなる。
日本とオーストラリアは、Quadの中心メンバーとしても、インド太平
洋のインフラ整備を支えている。例えば2023年には、「ケーブルの接
続性と回復力のためのQuadパートナーシップ (Quad Partnership 
for Cable Connectivity and Resilience)」が打ち出された。これを
受けてオーストラリアは、「Indo-Pacific Cable Connectivity and 

主要な示唆：人口の増加と急速な都市化によって、インド太平
洋の多くの途上国では、今後インフラ不足が深刻になるおそれ
がある。アジア開発銀行によると、この地域の途上国が経済成
長を続け、貧困の解消を進め、気候変動のリスクにも対応してい
くためには、2030年まで毎年およそ1.7兆米ドルのインフラ投
資が必要という。48しかし実際には、多くの国で必要な投資額の
半分ほどしか公的資金でまかなえていない。49特に必要とされ
ているのは、輸送、クリーンエネルギー、デジタル分野のインフ
ラ整備である。こうした分野では、日本とオーストラリアが果た
せる役割は大きい。
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サプライチェーン強靭化

インド太平洋地域に強靭なサプライチェーンを築き上げることは、国
際貿易における急な混乱や分断に伴う摩擦にうまく対応するためにも
大切である。ただし、その実現は容易ではない。幅広い視点で取り組
むことや域内の多くの国が協力することも欠かせない。日豪は、この推
進にあたり中心的な役割を果たすことができる。
インド太平洋の中でも、ASEAN地域は豊富な労働力供給と製造能
力を備え、既存サプライチェーンの代替先として特に有望である。
日豪は、従前からASEANとの関係を深めてきた。日本はASEANへ
の主要な投資国の一つであり、オーストラリアも「Southeast Asia 
Economic Strategy to 2040」などを通じて、この地域との関わりの
さらなる強化を図っている。
また、両国は、アジア太平洋経済協力会議 (APEC)、インド太平洋経済
枠組み (IPEF)、Supply Chain Resilience Initiativeといった多国間の
枠組みを通じても協力できる。こうした場を活用することで、安全で安
定したサプライチェーンづくりを後押しし、インド太平洋全体の安定性
を高めることができるだろう。

主要な示唆：今後、世界全体の貿易におけるインド太平洋地域
分の割合が一層高まること、そしてその中には半導体や鉱物資
源が含まれることを踏まえると、同地域におけるサプライチェー
ンの強靭化はますます重要になる。

日本とオーストラリアには、インド太平洋の安定と繁栄を支えるた
めに、防衛や戦略面で連携を深めていく明確な理由がある。こうし
た協力には、海上安全保障や航行の自由を守ることも含まれる。特
に、LNGや重要鉱物を安定して輸送するためには、安全なシーレーン
の確保が欠かせない。両国にとって、開かれた安全な海上交通路を維
持することは重要な利益であり、地域全体の安全保障の目的にも合致
している。
こうした目標を進めるうえで重要な枠組みがQuadとAUKUSである。
例えばQuadは、韓国、フィリピン、インドネシア、ASEAN諸国との
連携を深める場として活用できる。日本とオーストラリアは、Quad 
Senior Cyber Groupを通じて、インド太平洋におけるサイバー攻撃の
検知や抑止でも協力している。また、オーストラリア、英国、米国による
安全保障枠組みであるAUKUSも、地域の連携を進めるうえで重要と
いえる。特にAUKUS Pillar 2は、量子技術、極超音速技術、AIなどの
先端防衛技術を共同で開発することで、オーストラリアの防衛能力を
高める役割を持っている。将来的に日本、韓国、ニュージーランドへと
参加の幅が広がる可能性が示されていることも、この枠組みの将来性
と、インド太平洋における重要性を示している。

防衛・安全保障

主要な示唆：インド太平洋地域の防衛支出は過去10年間でほ
ぼ50%増加した。53地政学的な緊張が強まるなか、共通の価
値観を持つ国同士が防衛や戦略面で協力を深める重要性はこ
れからさらに高まっていく。日本とオーストラリアは、Quadや
AUKUSといった枠組みを通じて連携を進めるのに大きな役割
を果たすことができる。

Resilience Program」を立ち上げ、技術や政策に関する調査、望まし
い制度設計の共有、技術支援などを進める方針を示した 。51

両国は個別でもインド太平洋地域のインフラプロジェクトに投資して
きた。例えば、オーストラリアのMacquarie Groupは、インドの高速
道路事業における最大の海外投資家であった。そして日本はグローバ
ルレベルでインフラ投資をリードしてきた。2016年には「質の高いイ
ンフラパートナーシップ (Quality Infrastructure Investment (QII) 
Partnership)」として日本政府と世界銀行が協力して途上国における
インフラの質向上を進めている。52
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経済レジリエンス構築の必要性

5

2026年、日豪は、日豪友好協力基本条約の締結から50年という大きな節目を迎える。1976年に結ばれたこの条約
は、オーストラリアにとってこの種の初めての主要な取り決めであり、長く深い両国関係の土台となった。この節目
は、経済レジリエンスをさらに高めるために、具体的な行動を進めるよい機会でもある。

これまでもそうであったように、忍耐、粘り強さ、そして先見の明を持つことが、課題に対する根本的な解決策を生み
出し、より強い二国間関係の醸成につながり得る。そして、さらなる発展のためには、政府だけではなく企業による
行動も欠かせない。
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これまで両国は、二国間関係における主な課題に対応するためにさま
ざまな取り組みを進めてきた。加えて、官民連携を高めてより強いパー
トナーシップを築いていくうえで参考となる包括的な提言も多くなされ
ている。提言の多くは既に進められている取り組みと重なる部分もあ
るものの、関係強化の勢いを保つためには、繰り返し示しておくことに
も意義があろう。以下、その提言を記す。

5.1 オーストラリア政府への提言
貿易・投資の円滑化
オーストラリア政府は、JAEPAの強みを生かしながら、特にクリーンエ
ネルギーやテクノロジーなどの新しい分野で、日豪協力の新たな可能
性を引き続き探っていくことが望ましい。これまでの取り組みは一定の
成果を上げてきたが、課題の緊急性を考えると、今後はより迅速で踏
み込んだ協力が求められる。

また、Simplified Trade System構想に沿って、企業が一つの窓口で
手続きを進められる貿易制度を整え、早期に実施することも重要であ
る。同様に、大型案件を対象とする新たな「Front Door」方式につい
ても、投資家に新たな負担を強いるのではなく、投資手続きをわかり
やすく簡単にする仕組みとして設計する必要がある。こうした対応は、
特に対日貿易・投資の一層の発展・活性化のために重要な意味を持
つ。

インフラ投資の加速
オーストラリアでは人口が急速に増加しており、それに対応するため
に大規模なインフラ整備が必要になっている。この対応において日本
は信頼できる重要なパートナーであり、日本の知見と投資は欠かせな
い。特に、クリーンエネルギーと住宅建設の分野では今後も日本から
の投資をしっかり呼び込んでいくことが重要である。

また、水素や再生可能エネルギーの事業を支えるインフラに既に多く
の資金を投じている日本企業が、FMIA等の政策によって十分な後押し
を受けられるようにすることも大切だ。

加えて、日本のデベロッパーが大規模な都市開発に参加しやすくなるよ
う促していく必要がある。住宅供給を増やしていくためには、これをオ
ーストラリアの連邦・州・地方全ての行政レベルで推し進めることが求
められよう。

人的交流の強化
オーストラリアとしては、新コロンボ計画のような教育交流プログラム
や奨学金を拡充し、より多くの日本人学生が豪州国内で学べるよう後
押しすることが望ましい。また、テクノロジー、エンジニアリング、医療
などの分野で、日本人の専門人材が働きやすくなる技能移民ルートを
整えることも、日豪関係の強化につながり得る。

あわせて、観光や文化交流も進め、互いへの理解を深め、人と人との
つながりを強くしていくことが大切である。そのためには、オーストラリ
アの観光・ホスピタリティ分野で、日本語での案内や研修に力を入れ、
言葉の壁に対応していくことが有効と考える。

サプライチェーン・レジリエンスの構築
オーストラリアには、サプライチェーンの見直しを進めるにあたって、慎
重でバランスを考慮した対応をとることが求められる。その一方で、ア
ジアにおいて重要サプライチェーンを「フレンドショアリング」するうえ
では日本との協力可能性を綿密に検討する必要がある。特に、クリー
ンエネルギーや先端製造の分野ではその余地が大きい。

また、サプライチェーンの透明性と効率を高めるための技術への投資
も重要である。AIや機械学習を活用することで、より予測可能で機動
的なサプライチェーンを構築する可能性を良く検討することが求めら
れる。

5.2 日本政府への提言
グリーンエネルギー協力の推進
日本は、先見性ある投資という点でこれまで多くの実績を積み重ねて
きた。産業黎明期からの投資と、長い時間をかけて築いてきた協力関
係は、豪州資源輸出産業の発展と、その資源を活用した日本経済の
発展双方につながっている。そのため日本政府には、こうした先を見
た投資の流れを今後も続け、日本企業がオーストラリアの再生可能エ
ネルギー分野への投資を維持し、さらに広げていけるよう後押しする
ことが求められる。とくに、日本企業が製造工程などで強みを発揮で
きる分野では、その役割が大きい。また、日本として自国のエネルギー
政策をオーストラリアと前向きに共有し、両国の気候関連目標や投資
目標とどのように整合しているかを示していくことも重要である。さら
に、CCS、水素生産・輸送、低炭素液体燃料 (LCLF)、重要鉱物の加工
などの分野で共同研究や技術開発を進めることは、環境目標の達成
と経済成長の両立に役立つ。日豪のグリーンエネルギー協力は、経済
安全保障の面でも大きな意味を持つ。

インフラ整備支援の強化
日本政府は、オーストラリアの住宅や都市開発に参画しようとする日
本の不動産企業を今後も支えていくことが望ましい。特に、Build-to-
Rentのような分野で、オーストラリアの住宅事業者との連携を後押し
することは、双方に大きなメリットをもたらし得る。

また、日本はインド太平洋で共同のインフラ事業を進め、地域の経済
安全保障を高めるうえでも優位な地位にある。この点を踏まえると、
日本政府は、質の高いインフラへの投資を引き続き進めるとともに、
オーストラリア企業との協力もさらに広げていくことが求められる。

教育・文化交流の推進
日豪関係をさらに深めるため、日本政府は、文化交流や観光の促進を
進めるとともに、オーストラリアで学ぶ日本人学生への支援を強めてい
くことが望ましい。その一つとして、日本の奨学金制度の中でオースト
ラリアの位置づけを高めることは、実務的で取り組みやすい方策であ
る。あわせて、日本はオーストラリアとJAEPAの見直しにも取り組み、
変化する経済や教育のニーズに対応しながら、引き続き双方に利益を
もたらす枠組みとして発展させていくことが求められる。
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コーポレートガバナンス改革の継続
日本がコーポレートガバナンス改革を進めてきたことは高く評価でき
る。一方で、GDPに比べた対内直接投資 (FDI) の規模がなお小さいこ
とは、こうした改革を今後も続けていく必要があることを示している。
改革が進めば、株主価値の向上や海外からの投資拡大を目指す日本
の取り組みに、オーストラリア企業が関わる機会も広がる可能性があ
る。オーストラリアが日本より多くの対内直接投資を得ている背景に
は、環境・社会・ガバナンス (ESG) の面で高く評価されていることもあ
る。強固な規制と株主への説明責任を重視する姿勢がオーストラリア
の強みを支えている。もちろん、日本がそのままオーストラリアのやり
方を取り入れる必要があるわけではないが、そうした成功事例から学
ぶことで、外国投資をさらに呼び込みやすくなる可能性がある。

5.3 経済・企業団体への提言
政府の取り組みも重要ではあるものの、より緊密な関係を築き上げ、
将来の関係のかたちを形づくるうえで最終的に重要な役割を担うのは
民間企業である。以下の企業団体向け提言は、この認識を踏まえて整
理したものである。

重要分野における合弁事業と提携の推進
日豪両国の企業は、技術、インフラ、再生可能エネルギーなどの重要
分野で、合弁事業や提携の機会をさらに広げていくことが望ましい。
その際には、短期的な契約よりも、長く続くパートナーシップを重視
することが重要である。こうした協力の実例は既に数多くある。例え
ば、BHPと三菱商事は2001年にBHP Mitsubishi Allianceを立ち
上げ、海上輸送向け原料炭の世界有数の供給体制を築いた。最近で
は、Mirvacと三井不動産が、シドニー中心部で20億豪ドル規模の超
高層ビル開発を進めている。こうした長期的な提携は、信頼関係を醸
成し、より複雑な課題に取り組むための時間やリソースを確保するこ
とにもつながる。また、合弁事業を通じてじっくり協力することは、日
豪のビジネス文化の違いへの理解を深めるうえでも役立つ。

一方で、日本企業によるオーストラリアへの直接投資は増えているが、
日本への投資や現地企業との提携を考えるオーストラリアの企業・投
資家にとっては、日本の規制や独自の商慣行について、引き続き理解
を深めていくことが大切である。

イノベーションと技術移転の促進
共同研究開発は、イノベーションを促進し、より緊密な企業間関係を
築くための有力な手段の一つである。まずは、既にある大学同士の連
携や姉妹校のつながりをもっと生かし、研究開発の協力を深めていく
ことが大切である。さらに、両国の企業は、共同研究から生まれた技
術の実装においても一段と連携を深めるべきである。量子コンピュー
ティングやAIのような技術は、サプライチェーン強靭化や生産性向上
に活用できる。研究、開発、実用化まで共に歩みを進めることで、より
実効性の高い解決策を生み出す可能性が高まる。そのために、相互の
技術移転を含め、よりスピーディーに幅広い領域で協力し合えるよう
にするのが望ましい。

市場インテリジェンスの高度化と共有
日豪の合弁事業は、縦割りを廃し、可能な限り一体的に進めることが
望ましい。市場の情報や知見を幅広く共有し、双方にとって産業全体
の発展につながる形を目指すことが大切である。

また、分野ごとのイベントなどを通じてオーストラリア企業と日本企業
を結びつけ、うまくいった協力事例を共有していくことも、より強い関
係づくりに役立つ。この点で、豪日経済委員会 (Australia-Japan Business 
Co-operation Committee (AJBCC)) は継続的な対話と相互理解を支え
る重要な役割を果たしている。加えて、Austrade、JETRO、JBICも、
実務的な支援や情報提供、ビジネス支援を通じて、日豪の経済関係を
深めるうえで重要な存在である。

日本では、AJBCCに対応する組織である日豪経済委員会 (Japan-Australia 
Business Co-operation Committee (JABCC)) や、在日オーストラリア・
ニュージーランド商工会議所 (Australia New Zealand Chamber of 
Commerce in Japan  (ANZCCJ))が、日豪間のビジネス対話を進める
場として重要な役割を担っている。
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